
 

新型コロナウイルス感染症対策分科会（第８回） 

 

日時：令和２年９月４日（金） 

17時 00分～19時 00分 

場所：合同庁舎４号館１１階  

共用特別第１会議室   

 

議 事 次 第 

 

１．議 事 

 （１）最近の感染状況等について 

 （２）Go To Eat キャンペーン事業等について 

（３）ワクチン接種について 

（４）その他 

 

（配布資料） 

資料１   直近の感染状況の評価等           （構成員提出資料） 

資料１   国内の流行状況の評価等 

（鈴木国立感染症研究所感染症疫学センター長提出資料） 

実効再生産数    （西浦京都大学大学院医学研究科教授提出資料） 

資料２   全国・県別エピカーブ等           （構成員提出資料） 

資料３－１ Go To Eatキャンペーン事業について 

資料３－２ Go To トラベル事業（地域共通クーポン関係） 

資料３－３ 「Go To Eat キャンペーン事業」についての考え方（たたき台） 

（構成員提出資料） 

資料４   第６回分科会での主な意見とその考え方について 

資料５   中間とりまとめの構成とポイントについて（案） 

資料６   新型コロナウイルスワクチン接種に係る実施体制について 

資料７   新型コロナウイルス感染症に関する今後の取組（令和２年８月 28日 

新型コロナウイルス感染症対策本部決定） 

資料８-１  次のインフルエンザ流行に備えた体制整備 

資料  -２  発熱等の症状のある方の相談・受診の流れ 

資料９-１  今後の新型コロナウイルス感染症対策について 

資料９-２  全国知事会新型コロナウイルス対策検証・戦略 WT報告書 

（構成員提出資料） 

 資料10   新型コロナウイルス感染症のワクチン接種に係る緊急要望 

（全国市長会・全国町村会提出資料） 

参考資料１ 直近の感染状況等 

参考資料２ 都道府県の医療提供体制等の状況 



直近の感染状況等
〇新規感染者数の動向

 全国の発症時点で見た感染状況は、７月末がピークになっているように見え、主要都市の実効再生産数は、
足元で１を下回っている。

 接待を伴う飲食店などハイリスクの場における積極的な対応や都道府県による自粛要請への協力、市民の
行動変容の影響などもあってか、新規感染者数は全国的にやや減少に転じたが、感染者数の動向は地域差
がある。
・人口10万人当たりの１週間の累積感染者数（8/25～8/31）

全国 4.13人（5,209人↓）、東京都 9.98人（1,389人↓）、愛知県 4.05人（306人↓）、大阪府 7.36人（648人↓）、
福岡県 8.41人（429人↓）、沖縄県 15.97人（232人↓）

・感染経路が特定できない症例の割合（8/22～8/28） 全国 50.8%（前週差0.1%↓）、東京都 59.5%（2.4%↓）

〇入院患者数の動向（※）

 入院者数はやや減少傾向となったが、引き続き高い水準が続いている。受入確保病床に対する割合（括弧
内）も同様であり、特に一部地域では増加が続き、高水準となっている。
・入院者数（8/26）：全国 5,581人↓（24.5%）、東京都 1,588人↓（48.1%）、愛知県 369人↑（46.6%）、

大阪府 483人↓（38.4%）、福岡県 272人↓（55.5%）、沖縄県 289人↓（62.7%）

 重症者数は7月上旬以降増加傾向が続いていたが、前週と同水準となっており、４月頃のピーク（381人
（4/28））には達していない。
・重症者数（8/26）：全国 331人（274人↓）（11.5%（9.6%）※）、東京都 83人（43人↓）（20.8%（10.5%）※）、愛知県
21人↑（30.0%）、大阪府 72人↑（38.3%）、福岡県 16人↓（26.7%）、沖縄県 24人↓（49.0%）

〇検査体制
 検査件数に変動はあるが、直近の検査件数に対する陽性者の割合は4.0％であり、前週差0.3％ポイント減少

し、緊急事態宣言時（4/6～4/12の8.8%）と比較すると引き続き低位である。
・検査数（8/24～8/30） ：全国 133,493件↓、東京都 36,090件↓、愛知県 4,707件↓、大阪府10,634件↓、

福岡県 8,878件↓、沖縄県 2,632件↓
・陽性者の割合（8/24～8/30） ：全国 4.0%（前週差0.3%ﾎﾟｲﾝﾄ↓）、東京都 3.8%（0.3%ﾎﾟｲﾝﾄ↓）、

愛知県 6.5%（1.9%ﾎﾟｲﾝﾄ↓）、大阪府6.2%（0.9%ﾎﾟｲﾝﾄ↓）、
福岡県 5.1%（0.5%ﾎﾟｲﾝﾄ↑）、沖縄県8.8%（1.8%ﾎﾟｲﾝﾄ↑）

※「入院患者数の動向」は、厚生労働省「新型コロナウイルス感染症患者の療養状況、病床数等に関する調査」による。この調査では、記載日の０時時点で調査・公表している。
重症者数については、8月14日公表分以前とは対象者の基準が異なる。（）内の数字は前週と同じ基準で比較した場合の数値。↑は前週と比べ増加、↓は減少を意味する。

資料１
9月2日新型コロナウイルス感染症
対策アドバイザリーボード資料
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＜感染状況について＞

• 接待を伴う飲食店などハイリスクの場における積極的な対応や都道府県による自粛要請への協力、市民の行動変
容の影響などもあり、今回の感染拡大については、全国の発症日ベースの流行曲線からは、７月27～29日以降、
緩やかな下降が続いている。また、検査件数に対する陽性者割合についても、前週差で0.3％ポイント減少して
4.0％となった。

• 全国的な傾向としては、新規感染者数は緩やかに減少を始めていると考えられる。最直近の８月中旬までで見た
際に、東京、大阪、愛知の実効再生産数は、１を下回っていることが確認されているが、東京では引き続き１に近い
値が続いている。また、大阪、福岡、沖縄など状況を注視する必要がある地域もある。引き続き、継続的な患者発
生数や再拡大に向けた警戒が必要な状況である。

• ８月に入り、感染者数に占める中高年層の割合は上昇傾向となり、３～５月と比べれば低いものの6月～７月と比較
すると高い水準で推移している。また、３～５月の感染拡大でも重症者・死亡者数は新規感染者数のピークから遅
れて増加したが、重症者の状況については、7月上旬以降増加傾向が続いていたが、前週と同水準となっており、４
月頃のピーク（381人（4/28））には達していない。

• ３～５月の流行では、感染拡大のピークを過ぎてから病院や高齢者施設での感染が多発した。６月下旬以降の流
行では、感染予防や感染拡大防止に向けた早期検知、早期対応が進んだこともあり、首都圏などでは「大規模な」
院内・施設内感染の発生は減少している。引き続き、早期検知・早期対応をはじめ院内・施設内感染を防止する取
組が重症者・死亡者数を抑えていくことが重要である。

• こうした点を踏まえ、引き続き、「３密」や大声を上げる環境の回避、室内でのマスクの着用、フィジカル・ディスタン
スの徹底、換気の徹底など、基本的な感染予防対策の実施や、院内・高齢者施設における施設内感染対策、クラ
スターが起きた場合の早期対応など、これからも必要な対策を継続すべきである。

＜今後の対応について＞

• 政府は、感染状況の監視・評価を継続し、「新型コロナウイルス感染症に関する今後の取組」（令和２年８月28日新
型コロナウイルス感染症対策本部決定）に基づき、軽症者や無症状者の宿泊療養等での対応の徹底と医療資源を
重症者の治療に重点化し、感染症法における入院勧告等の権限の運用を政令改正を含め見直しを行うこととして
いるが、本アドバイザリーボードの議論も踏まえて、検討を進めていくべきである。

• 併せて、接待を伴う飲食店などハイリスクの場における積極的な対応を継続していくことや、検査体制の抜本的な
拡充、医療提供体制の確保、保健所体制の整備などに早急に取り組むべきである。

直近の感染状況の評価等
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圏域 対象自治体 実効再生産数
*（95％CI）

最近の代表的クラスター事
例 流行状況 FETPの活動

北海道 0.9 (0.7-1.1) コールセンター、病院、接待を伴う飲食店 流行の持続 対応中

関東圏 東京、神奈川、埼玉、
千葉、茨城、栃木 0.9 (0.9-0.9) 病院、高齢者施設、学習塾、

旅館
流行の減速傾向 対応中

中京圏 愛知、岐阜、三重 0.7 (0.7-0.8) パブ、病院、高齢者施設、学校 流行の減速傾向 対応中

関西圏 大阪、兵庫、京都、
奈良 0.9 (0.8-0.9) 病院、高齢者施設、学校 流行の減速傾向 対応中

山陰地方 島根 NA 学校寮 症例の散発 対応中

九州北部 福岡、佐賀 0.8 (0.7-0.9) 研修会、繁華街、ダンスクラブ、病院 流行の減速傾向 対応中

九州南部 熊本、宮崎、鹿児島NA 病院、飲食店、高齢者施設
クラスターの散
発 対応中

沖縄県 0.7 (0.7-0.8) 繁華街、病院、学校、家庭内 流行の減速傾向 対応中

国内の流行状況の評価：8月31日時点

*8月14日までの1週間の値の平均値

鈴木国立感染症研究所感染症疫学センター長提供資料
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全国の症例のうち70歳以上が占める割合：8月30日時点

4

鈴木国立感染症研究所感染症疫学センター長提供資料



首都圏*の実効再生産数（推定感染日ごと）：8月30日時点推定

赤＝実効再生産数

青＝直近２週間の実効
再生産数の予測範囲

*東京、神奈川、埼玉、千葉、茨城、栃木
直近の実効再生産数は、東京の人流データ（https://covid19.apple.com/mobility）に時系列モデルをあてはめて予測した。
図は80％及び95％予測区間を示す。予測モデルは精度検証中であり、あくまで参考値であることに注意。
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鈴木国立感染症研究所感染症疫学センター長提供資料



関西圏*の実効再生産数（推定感染日ごと）：8月30日時点推定

赤＝実効再生産数
青＝直近2週間の実効
再生産数の予測範囲

*大阪、兵庫、京都、奈良
直近の実効再生産数は、大阪の人流データ（https://covid19.apple.com/mobility）に時系列モデルをあてはめて予測
した。図は80％および95％予測区間を示す。予測モデルは精度検証中であり、あくまで参考値であることに注意。
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鈴木国立感染症研究所感染症疫学センター長提供資料



0.915873 (95% CI: 0.81, 1.03)

7

9月1日時点推定

西浦京都大学大学院医学研究科教授提供資料
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0.625785 (95% CI: 0.51, 0.76)9月1日時点推定

西浦京都大学大学院医学研究科教授提供資料
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0.796612 (95% CI: 0.60, 1.03)9月1日時点推定

西浦京都大学大学院医学研究科教授提供資料
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1.118012 (95% CI: 0.79 1.53)9月1日時点推定

西浦京都大学大学院医学研究科教授提供資料
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1.32597 (95% CI: 1.07 1.62)9月1日時点推定

西浦京都大学大学院医学研究科教授提供資料
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0.866208 (95% CI: 0.45 1.49)9月1日時点推定

西浦京都大学大学院医学研究科教授提供資料
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まとめ（9月1日時点推定）

8月31日報告までを含むデータを分析。感染時刻として8月14日頃迄は精密な
推定が可能。盆明けは経過を継続的に観察する必要がある。

東京、大阪、愛知で減少傾向が持続

沖縄、福岡で緩やかな増加傾向

北海道で減少傾向、短期的Danceデータ

西浦京都大学大学院医学研究科教授提供資料



東京都
（全体）

7月

図１ 東京都と首都圏３県の陽性例の流行曲線 2020年６月～８月

新宿区
リンクのある例
孤発例またはリンク不明例

足立区

世田谷区

千葉

埼玉

神奈川

発症日

7月 ８月６月

6月初旬に陽性者数が10症例前後で推移
していた新宿区で、6月末に増加傾向を
認め、7月中旬に頭打ちとなり、その後
漸減した。

足立区では7月症例数が増加し、7月以降
半よりやや減少傾向。世田谷区では7月
上旬に増加し、中旬から後半にかけてさ
らに上昇している。8月中旬の発症日の
データは、9月1日現在まだ十分に報告ま
で至っていない可能性がある。

千葉、埼玉、神奈川では6月後半より
徐々に陽性者数が増加し、7月末にピー
クがあったように見える。千葉、埼玉は
8月上旬より減少、神奈川では高止まり
のまま推移している。

資料２押谷構成員提出資料
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東京都
（全体）

7月
リンクのある例
孤発例またはリンク不明例

発症日

7月 ８月６月

愛知

図２ 都府県別陽性例の流行曲線 2020年６月～８月

大阪

福岡

沖縄

徐々に立ち上がった首都圏に対し、
愛知県では比較的立ち上がりが急
峻であった。

関東圏、愛知、大阪では7月末に
ピークがあったが、福岡、大阪で
は8月第一週にずれ込んでいる。

8月第二週では第一週目に比べて
減少傾向が鈍化している。
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7月

リンクのある例
孤発例またはリンク不明例

7月 ８月６月

熊本

図３ 流行曲線に複数のピークを認めた道府県 2020年６月～８月

北海道

富山

山梨

京都

北海道、山梨、富山、京都で
は8月第一週に一時陽性例が減
少したものの、第三週に再度
増加傾向を認めている。

発症日 3



7月

リンクのある例
孤発例またはリンク不明例

7月 ８月６月

図４ ８月に陽性者数が増加した県の流行曲線 2020年６月～８月

福島

長野

山口

高知

石川 ８月第三週以降に増加傾向
を認めている。

発症日 4



図５ 全国の流行曲線 2020年１月～８月
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Go To Eat キャンペーン事業について

令和２年９月

資料３-１



Go To Eat キャンペーンは、これにより、感染症対策に取り組みながら頑
張っている飲食店を応援し、食材を供給する農林漁業者を応援するもの。

①都道府県内の飲食店で使えるプレミアム付食事券の発行

②オンライン飲食予約サイトを通じたポイントの付与

・
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その他の消費支出
食料
うち外食
被服及び履物
宿泊・パック旅行

個人支出の動向

（出所）総務省「家計調査」

（前年比、％）
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 都道府県単位の事業体が、域内の登録飲食店で使えるプレミアム付食事券を域内で販売
◆例えば、１セット1万2,500円を1万円（購入額の25%分を上乗せ）で販売
◆購入制限：１回の購入当たり2万円分（上記の例では２セット/人まで）
◆販売は2021年1月末まで、有効期限は3月末まで

①食事券

②オンライン飲食予約

①・②の事業体の公募結果
 ８月25日に公募結果を公表（食事券33府
県・35事業体、オンライン13事業者を採択）。
食事券は今後２次公募を予定

 １次公募で食事券が実施される地域は、岩手、
秋田、福島等33府県（右図塗潰し）

 オンライン飲食予約サイト経由で、期間中に登録飲食店を予約・来店した消
費者に対し、次回以降に飲食店で使用できるポイントを付与
◆昼食時間帯は500円分、夕食時間帯（15:00～）は1,000円分のポイ
ントを付与
◆ポイント付与の上限は、１回の予約当たり10人分（最大10,000円分のポ
イント）
◆ポイント付与は2021年1月末まで、利用は3月末まで
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対象飲食店
 日本標準産業分類「76 飲食店」に該当する飲食店

⇒店内飲食をメインとしないもの（宅配ピザ屋などのデリバリー専門店、持ち帰り専門店、移動販
売店舗（キッチンカー）、カラオケなど他のサービスの提供をメインとする店舗など）は「76 飲食
店」に該当せず、対象外。

 「76 飲食店」であっても、客への接待・遊興などを伴う飲食店※は除外
⇒キャバクラ、ショーパブ、ガールズバー、ホストクラブ、スナック・料亭（接待を伴うもの）は対象外。
※風営法の「接待飲食等営業」、「特定遊興飲食店営業」に該当する飲食店。

食堂、レストラン
専門料理店（日本料理店など）
そば・うどん店
すし店
酒場、ビヤホール
喫茶店
オーセンティックバー など

デリバリー専門店
持ち帰り専門店
移動販売店舗（キッチンカー）
カラオケボックス
キャバクラ、ショーパブ、ガールズバー、
ホストクラブ
スナック・料亭（接待を伴うもの）

など

対象飲食店 対象外
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公
募
結
果
の
公
表
（
事
業
体
決
定
）

参
加
す
る
飲
食
店
が
守
る
べ

き
感
染
症
対
策
の
決
定

食
事
券
の
販
売
開
始
（
府
県
毎
）

飲
食
店
の
登
録

券
の
デ
ザ
イ
ン

・
印
刷

8/25

①

（
所
要
１
ヶ
月
程
）

（
所
要
2
週
間
程
）

準備
３月末迄

 ８月25日に公募結果を公表（食事券33府県・35事業体を採択）①。
 GoToEat事業に参加する飲食店に守っていただくべき感染症対策等について、新型コロナウイルス感
染症対策分科会にご議論いただく②。飲食店の登録はその後③。その上で、販売は、都道府県の意見
も踏まえ④、事業体がそれぞれの事情に合わせて開始⑤。

33
府
県
が
、
分
科
会
が
示

し
た
感
染
状
況
の
ス
テ
ー
ジ

な
ど
も
踏
ま
え
、
販
売
を
開

始
し
て
よ
い
か
判
断

分
科
会
に
お
い
て
、
参
加

す
る
飲
食
店
が
守
る
べ
き

感
染
症
対
策(

次
頁)

や
販
売

開
始
時
期
に
つ
い
て
議
論

大半は10月頃、
一部９月中下旬

②

③

④
⑤

食事券の想定スケジュール

利用
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１ 登録飲食店に求める感染症対策

○既に、仕様書上、飲食店が登録する際にはガイドラインに基づき感染予防対策に取り組んでいることを条件とし、取組
内容を店頭掲示することとしている。

○加えて、農水省から事業者に対して、飲食店が登録する際の条件として、以下を指示する考え。
①クラスターの発生を防ぐ観点からは、「換気」、「声量」、「三密」を常に意識することが肝要。そのため、②及び２の利
用者への周知とあわせて以下の対策を実施し、店頭掲示する。
・店舗入口や手洗い場所には、手指消毒用に消毒液を用意する。
・店内には適切な換気設備を設置し、徹底した換気を行う（窓・ドアの定期的な開放、常時換気扇の使用等）。
・他グループの客同士が横並びでできるだけ２ｍ（最低１ｍ）以上空くように間隔を空けてテーブル・座席を配置
するか、テーブル間をパーティション（アクリル板又はそれに準ずるもの。以下同じ。）で区切る。カウンター席は、他
グループの客同士が密着しないよう適度なスペースを空ける。
・一つのテーブルで他グループと相席する場合には、真正面の配置を避けるか、テーブル上をパーティションで区切る。

②大量の飲酒は控えるよう利用者に周知する。

③営業時間の短縮等、国又は地方公共団体からの要請に従う。

④農水省が事前通告なしに行う訪問調査に協力する。

⑤ガイドラインを遵守していない旨の指摘には適切に対応することとし、対応しない場合は、事業者により登録が取り
消される。事業者及び農水省は利用者からの指摘を受ける相談窓口を設置する。

⑥登録飲食店の利用者が着席した際に目につく場所で、接触アプリの紹介をする（メニュー表上にシールを貼る、レ
シートに印字する等）。

GoToEatに参加する飲食店が守るべき感染症対策（案）

6



２ 利用者に求められる感染症対策

○登録飲食店は、以下の事項をその利用者に周知する。

・発熱や咳など異常が認められる場合は来店しない。

・できる限り混雑する時間帯を避ける。

・大人数での会食や飲み会を避ける。

・デリバリーやテイクアウトも活用する。

・店が、席の配置や食事の提供方法を制限することに協力する。

・食事の前に手洗い・消毒をする。

・咳エチケットを守る。会話の声は控えめにし、大声に繋がりやすい大量の飲酒を避ける。

・食事中以外はマスクをする。

このほか各都道府県が独自の条件（ステッカーなど）を設定することも可。その際、都道府県が感染状況を踏まえて
会食人数の要件についても検討。

GoToEatに参加する飲食店が守るべき感染症対策（案）

7



〔参考〕 外食業の事業継続のためのガイドライン

令和2 年5 月14 日
一般社団法人日本フードサービス協会

一般社団法人全国生活衛生同業組合中央会

１．はじめに
本ガイドラインは、外食事業者の皆さまが本格的に事業を再開され
るにあたって、現場の実情に配慮して３密（密閉、密集、密接）を
避け、手洗いなどの一般衛生管理の実施、人と人との間隔の確保等
を通じて、お客様と外食業に働く従業員の安全・安心を確保するため
の参考となる具体的取組等を示したものです。
各事業者におかれましては、新型コロナウイルス感染症が収束するま
での間、本ガイドラインを活用し、新型コロナウイルス感染症の感染拡
大予防に向けた取組を推進していただきますようお願い申し上げま
す。

２．本格的事業再開に向けて
感染防止のポイントは、従来の食品衛生法の一般衛生管理の遵
守に加えて、社会的距離確保への留意、及び物理的接触削減のた
めの創意工夫ですが、これらの具体的な方法は、店舗の実情によって
それぞれ異なります。
また、国及び地方自治体の最新情報を得るよう十分留意する必要
があります。
⚫店舗では食品衛生法を遵守して食品の安全で衛生的な取扱い
を徹底させる。

⚫創意工夫として、例えば、営業時間や提供メニュー品目の工夫、
予約・空席状況等について、お客様へ店内外の掲示やＩＴテクノ
ロジー等を積極的に活用して情報発信し、店舗が社会的距離や
安全性を考慮して感染防止に努めながら営業していることをお客
様に分かってもらう。

⚫国や地元自治体から適宜発表される最新情報（方針や助言）
の確保に留意し、新型コロナウイルス感染症防止対策として以下
の基本事項を確実に押さえながら、事業を継続する。

✓ 食品の安全と衛生管理
✓店舗・施設等の清掃と消毒
✓従業員の健康チェックと個人の健康・衛生管理の徹底
✓社会的距離の設定と確保への工夫

３．お客様の安全
1) 入店時
• 店舗入口には、発熱や咳など異常が認められる場合は店内飲食
をお断りさせていただく旨を掲示する。また、店舗入口や手洗い場
所には、手指消毒用に消毒液（消毒用アルコール等）を用意す
る。

• 店舗入口及び店内に、食事中以外はマスクの着用をお願いする
旨掲示する。

• 飛沫感染・接触感染を防止するために十分な間隔をとることが重
要であることをお客様に理解してもらい、店内が混み合う場合は入
店を制限する。

• 店内飲食やテイクアウトで順番待ちをする場合は、各人ができるだ
け２ｍ（最低１ｍ）以上の間隔を空けるように誘導する（床に
間隔を示すテープを貼るなど）。

• 順番待ちが店外に及ぶ場合は、従業員が間隔を保つように誘導
するか、または整理券の発行等により行列を作らない方法を工夫
する。

2) 客席へのご案内
• テーブルは、飛沫感染予防のためにパーティションで区切るか、でき
るだけ２ｍ（最低１ｍ）以上の間隔を空けて横並びで座れるよ
うに配置を工夫し、カウンター席は密着しないように適度なスペース
を空ける。

• 真正面の配置を避けるか、またはテーブル上に区切りのパーティショ
ン(アクリル板等)を設けるなど工夫する。

• 少人数の家族、介助者が同席する高齢者・乳幼児・障害者等
対面を希望する場合は、可能としてもよいが、他グループとの相席
は避ける。 8



• グループ間の安全を確保するために、他のグループとはできるだけ２
ｍ（最低１ｍ）以上の間隔を空け、会話は控えめにし、BGM 
を聞くなどを勧めることを検討する。

3) テーブルサービスとカウンターサービス
• テーブルサービスで注文を受けるときは、お客様の側面に立ち、可
能な範囲で間隔を保つ。

• お客様が入れ替わる都度、テーブル・カウンターを消毒する。
• カウンターサービスは、可能な範囲で従業員とカウンター席との間隔
を保つ。

• カウンターで注文を受けるときはお客様の正面に立たないように注
意する。

• カウンターでは、お客様と従業員の会話の程度に応じ、従業員のマ
スク着用のほか、仕切りの設置など工夫する。

• 大皿は避けて、料理は個々に提供する、従業員等が取り分ける
など工夫する。

• お客様同士のお酌、グラスやお猪口の回し飲みは避けるよう、業
態に応じ、掲示等により注意喚起する。

• 個室を使用する場合は、十分な換気を行う。

4) 会計処理
• 食券を販売している店舗は、券売機を定期的に消毒する。
• 会計処理に当たる場合は、可能であれば、電子マネー等の非接
触型決済を導入する。現金、クレジットカード等の受け渡しが発生
する場合には、手渡しで受け取らず、コイントレイ（キャッシュトレ
イ）などを使用する。また、コイントレイは定期的に消毒する、会計
の都度手指を消毒するなど工夫する。

• 飛沫を防止するために、レジとお客様の間にアクリル板等の仕切り
を設置するなど工夫する。

5)テイクアウトサービス
• テイクアウトを実施している店舗では、お客様の店内滞留時間を
短くするために、事前予約注文を受け付けるなどの仕組みを導入
する。

• テイクアウト客と店内飲食客の動線を区別し、接触を避けるように
工夫する。

• 食中毒等の防止のため、料理は早めに消費するよう、口頭もしくは
注意書きを添えてお客様に注意を促す（特に気温の高い時
期）。

6)デリバリーサービス
• デリバリー担当の配達員と来店客が接触しないように、可能であれ
ばデリバリー専用カウンターを設け、両者の動線が重ならないように
工夫する。

• 料理の受渡しは必ず手指を消毒してから行う。
• 代金が支払い済み（オンライン決済等）で、注文者が希望する
場合は、注文者が指定した所に料理を置くなど非接触の受渡しを
行う。

• 配達員は、店舗従業員と同様の健康管理、手洗い等の衛生管
理を実践し、マスクを着用する。

• 配達する料理の容器は、配達員が直に触れないよう袋等に入
れ、配達に使用する運搬ボックス等は使用の都度、消毒する。

• 食中毒等の防止のため、料理は早めに消費するよう、口頭もしく
は注意書きを添えてお客様に注意を促す（特に気温の高い時
期）。

４．従業員の安全衛生管理
•食品を扱う者の健康管理と衛生管理を徹底する。
•従業員の健康管理において最も重要なことは、各自が店舗に新型
コロナウイルスを持ち込まないことである。

•従業員は必ず出勤前に体温を計る。発熱や風邪の症状がみられ
る場合は、店舗責任者にその旨を報告し、勤務の可否等の判断
を仰ぐ。

•感染した従業員、濃厚接触者と判断された従業員の就業は禁止
する。

•店舗ではマスクやフェイスガードを適切に着用し、頻繁かつ適切な
手洗いを徹底する。 9



• 従業員やその家族が過度な心配や恐怖心を抱かないよう、また風
評被害や誤解などを受けないよう、事業者は現状を的確に従業員
に伝える（従業員へのリスク・コミュニケーション）。

• 従業員のロッカールームや控え室は換気し、空調設備は定期的に
清掃する。

５．店舗の衛生管理
• 店内（客席）は適切な換気設備の設置及び換気設備の点検を
行い、徹底した換気を行う（窓・ドア等の定期的な開放、常時換
気扇の使用など）。

• 店内清掃を徹底し、店舗のドアノブ、券売機、セルフドリンクコー
ナー等の設備等、多数の人が触れる箇所は定期的にアルコール消
毒薬、次亜塩素酸ナトリウムで清拭する。また、テーブル、イス、メ
ニューブック、タッチパネル、卓上ベル等はお客様の入れ替わる都
度、アルコール消毒薬、次亜塩素酸ナトリウム、台所用洗剤（界
面活性剤）で清拭する。

• 卓上には原則として調味料・冷水ポット等を置かないようにするが、
撤去が難しい場合は、お客様が入れ替わる都度、アルコール消毒
薬、次亜塩素酸ナトリウム、台所用洗剤（界面活性剤）で清拭
や用具の交換を行う。

• ビュッフェやサラダバー及びドリンクバーは、利用者の飛沫がかからな
いように食品・ドリンクを保護する（カバーを設置するまたは従業員
があらかじめ又はその場で小分けする、客席と料理提供空間が近い
場合には適度に仕切るアクリル板等の仕切りを設けるなど）。トング
等は頻繁に消毒若しくは交換するか、または手袋の着用を促す。

• 従業員は、店内の一箇所にお客様が集まらないように留意する。
• トイレは毎日清掃し、ドアやレバー等の不特定多数が触れる箇所は
定期的にアルコール消毒薬、次亜塩素酸ナトリウムで清拭する。

• トイレのハンドドライヤーは使用を中止し、ペーパータオルを置く。ま
た、汚物は蓋をして流すよう、使用者に注意を促す。

• 厨房の調理設備・器具を台所洗剤（界面活性剤）で清拭し、作
業前後の手洗いなど、従来から取り組んでいる一般的な衛生管理
を徹底する。

• 感染防止対策に必要な物資（消毒剤、不織布マスク、手袋、
ペーパータオル、及びそれらの使い捨て用品を廃棄する容器等）
の一覧表（リスト）を作成し、十分な量を準備しておくか、または
緊急時にすぐに入手できるよう予め手配をしておく。平時から使用
した分をその都度補充し、常に一定の必要量を備蓄しておくことが
望ましい（ローリングストック）。

• ユニフォームや衣服はこまめに洗濯する。
• 食品残渣、鼻水、唾液などが付いた可能性のあるごみ等の処理
は手袋・マスクを着用してビニール袋等に密封して縛り、マスクや手
袋を着用して回収する。マスクや手袋を脱いだ後は、必ず手を洗
う。

10



Go To トラベル事業
（地域共通クーポン関係）

資料３－２



Go To トラベル事業の概要
○ 国内旅行を対象に宿泊・日帰り旅行代金の35%を割引（7月22日から開始）
○ 加えて、宿泊・日帰り旅行代金の15%相当分の旅行先で使える地域共通クーポンを付与
○ 国の支援額（旅行代金割引＋地域共通クーポン）は、１人１泊あたり２万円が上限（日帰り旅行は、１万円が上限）
○ 連泊制限や利用回数の制限なし

1

65％
支払額

35％
旅行代金割引

15％
地域共通クーポン

1人1泊 20,000円の場合

・旅行先の都道府県＋隣接都道府県の土産物店、飲食店、観光施設、
アクティビティ、交通機関などにおいて、旅行期間中に限って使用可能
・1枚1,000円単位で発行する紙クーポン（商品券）と電子クーポン

国の支援額（計50%）

宿泊・日帰り旅行代金(100%)

総
額
の

総
額
の

総
額
の

20,000円の
旅行商品を選ぶ

支払額は13,000円
（旅行代金割引は7,000円）

地域共通クーポンによる還元
3,000円（旅行代金の15%）



地域共通クーポンの利用可能店舗（案）

小売店

交通機関

観光体験

土産物店
百貨店
商業施設

鉄道
バス・タクシー
フェリー

※２ 国の事務連絡（現時点では、音楽コンサート、スポーツイベント等については、5,000人又は収容定員
の50%（小さい方）が限度。全国的・広域的なお祭り・野外フェス等は中止を含めて慎重に検討。）
に基づき各自治体で設定する基準を満たすものを対象。

※３ カラオケ、ライブハウスについては対象外。
※４ 性風俗関連特殊営業、遊技場営業については対象外。

アクティビティ
遊園地
博物館・美術館
動物園・水族館
音楽コンサート
スポーツイベント

（※２）
（※２）

等

飲食店

食堂、レストラン
専門料理店（日本料理店等）
そば・うどん店
すし店

Go To Eatの対象業種・参加条件や実施地域・
期間と基本的に一致させる
（登録した店舗の感染症対策の実施状況の確認
等については、農林水産省と緊密に連携して実施）

※１ 接待飲食等営業（キャバレー等）、 特定遊興飲食店営業（ナイトクラブ等）については対象外。

（※１）

2

【基本的な考え方】

酒場、ビヤホール
喫茶店
オーセンティックバー

等



取扱店舗の感染症拡大予防策に係る参加条件（案）

実施されていない場合には、登録を取消し

① 業種別に定められている新型コロナウイルス感染症対策ガイドラインを遵守すること

② 行政からの要請（特措法に基づく営業自粛要請・時短営業要請等）に従うこと
③ 取扱店舗において従業員に感染者が出た場合や、取扱店舗を利用した旅行者等に感染者

が出たことを把握した場合においては、その状況について、遅滞なく、事務局に報告を
行うこと

④ 感染症等の状況を踏まえ、本事業の円滑な執行と観光庁が実施する感染症対策等の措置
に協力すること

※ 飲食店に関しては、「Go To Eatに参加する飲食店が守るべき感染症対策」を求める

• 登録時に、「Go To トラベル事業参加同意書」において、遵守
するガイドラインを記入

• 配布するポスターに、遵守するガイドライン・責任者名を記入
し、店頭など旅行者から見えやすい場所に掲示（又はホーム
ページで公表）
 ポスターを掲示した箇所を撮影し、写真を事務局に提出
（ホームページのURLを報告）

3



「Go To Eat キャンペーン事業」
についての考え方
（たたき台）

令和２年９月４日（金）

河本宏子構成員 尾身茂構成員 小林慶一郎構成員
脇田隆字構成員 大竹文雄構成員 南砂構成員 石川晴巳構成員

提出資料

資料３－３



2. 個別施策・取組の推奨例

「Go To Eat キャンペーン事業」についての考え方（たたき台）
1. 「Go To Eat キャンペーン事業」についての全体コメント
① 会食のリスク認識と対策の徹底
新しい生活様式のもとで、会食による感染リスクを認識し、事業者・利用者双方が十分な感染予防対策を図
ると共に、感染発生時にお店の利用者を確認ができる体制を確保したうえで推進するべきである。
② 新しい会食の在り方を考える機会
三密回避対策の一環として、利用日や利用時間帯の分散・スペースの分散など、従来の会食スタイルにとらわ
れることなく、新しい会食の在り方を考える機会とするべきである。
③ ステージ区分との関係
ステージIならびにⅡに相当する地域にて実施するという考え方に立ち、ステージⅢならびにⅣに相当する地域
おいては、各都道府県において慎重に対応していただきたい。

事業者（参加飲食店） 利用者（消費者）

三密回避対策
(時間・場所の分散)

 テーブル・座席配置の分散
 営業時間の柔軟な設定
（例：ランチ営業時間の拡大）
 ダイナミックプライシングの導入
 その他ガイドライン内容の徹底

 少人数、短時間での利用
 混雑する時期、曜日、時間帯を回避
（例：年末年始・週末を避ける、昼
食時間を変更する）

モニタリング手法
の検討

 ガイドライン遵守状況の確認（例：
飲食店評価サイトのレビュー活用）

 大声・過度の飲酒の抑制等、マナー
遵守の徹底

トレーサビリティーの確保
 クラスター発生時の利用者告知サービスの導入（事業者）と登録（利用者）
 接触確認アプリ（COCOA）や各地域での通知サービスについて、QRコード等を
テーブル・メニューへ掲示し周知



第６回分科会での意見を踏まえた政府の考え方について①

1

接種目的

（委員からのご意見）
・ワクチン接種により感染予防効果が得られるかが不確実である現状において、死亡者や重症化の発生の抑制を第一の
目的とすることでよいのではないか。

新型コロナウイルス感染症による死亡者や重症者の発生をできる限り減らし、結果として新型コロナウイルス感染症
のまん延の防止を図る。

（現時点での考え方）

ワクチンの確保

（委員からのご意見）
・全国民のワクチン接種が目標という基本認識の下、全国民に行きわたるワクチンの量を確保することは重要。

・基本的に国民みんなに接種できることを目標としていくべき。

（現時点での考え方）
ワクチン接種により生命・健康を損なうリスクの軽減や医療への負荷の軽減、更には社会経済の安定につながること

が期待されることから、令和３年前半までに全国民に提供できる数量の確保を目指し、全体として必要な数量について、
供給契約を締結する。

・これまでの経験から今回のワクチンは、感染予防効果を期待することは難しいとして考えるべきではないか。

資料４
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・ 接種の実施体制については、特定接種の枠組みはとらず、住民への接種を優先する考えに立ち、簡素かつ効率的
な接種体制を構築する。

・ 国の主導のもと身近な地域において接種を受けられる仕組みとし、行政機関、医療機関、医師会等が連携した上
で実施していく必要がある。

・ その際、地方自治体の負担が生じないよう国が必要な財政措置を講ずる。

・ワクチン接種の枠組みは、効率的かつ簡素なものにすることが必要。
・行政機関と医療機関が連携して、円滑にワクチンが接種できる体制の構築が必要。

・ワクチン接種に係る財政負担について、国の支援が必要。

（現時点での考え方）

（委員からのご意見）

接種の実施体制

・接種しない人も相当数でてくる可能性があるが、安全性と有効性が確保されるのであれば、勧奨接種していくこと
も必要ではないか。

・最終的には、判断をして接種するというのは、成人の国民の選択。

第６回分科会での意見を踏まえた政府の考え方について②
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・ 当面、確保できるワクチンの量に限りがあり、その供給も順次行われる見通しであることから、接種目的に照らし
てた接種順位とする。

・ 新型コロナウイルス感染症患者（疑われる患者を含む。以下同じ。）に直接医療を提供する施設の医療従事者等
（新型コロナウイルス感染症患者の搬送に携わる救急隊員及び積極的な疫学調査等の業務に携わる保健師を含む。）、
高齢者及び基礎疾患を有する者を接種順位の上位に位置付けて接種する。

・ 妊婦や、高齢者及び基礎疾患を有する者が集団で居住する施設等で従事する者については、国内外の科学的知見、
ワクチンの性能等を踏まえ、さらに検討。

接種順位

（委員からのご意見）

・ワクチンの供給は段階的に行わざるを得ない状況において、接種順位を明確にすることは必要。

・命を守る観点から、高齢者あるいは基礎疾患を有する方を接種順位に位置付けることは理解。

・高齢者が入居する社会福祉施設において、クラスターが発生するなどにより、施設職員が非常に苦労していることや、
重症化しやすい入居者が多数居住していることから、社会福祉施設で従事する方も接種順位に位置付けることを検討
してはどうか。

・接種順位の対象者については、反発を招かないように丁寧に説明していくことが重要。

（現時点での考え方）

第６回分科会での意見を踏まえた政府の考え方について③
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・ ワクチンの有効性及び安全性等の評価については、医薬品医療機器総合機構等で検討するとともに、広く接種を行
う際には厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会で適切に議論する。

・ ワクチンの接種開始以降も、ワクチンの製造販売後調査等により、製造販売業者等と連携し、品質、有効性及び安
全性のデータの収集・分析を行うなど、有効性及び安全性を十分に確保する。

・ ワクチンによる重篤な副反応について、迅速な情報収集、専門家による評価などにより、必要な安全対策を講ずる。
・ ワクチンの接種に当たっては、リスクとベネフィットを総合的に勘案して接種の判断をすることができるよう情報
提供することが必要である。

ワクチン接種に伴い、健康被害等が生じた場合の健康被害救済を目的とした必要な措置を講ずる。

有効性・安全性

（委員からのご意見）
・今回のワクチンは副反応がかなり生じることを考慮して、ワクチンの種類や接種対象を慎重に検討していくことが必要。
・今回、ワクチンの薬事承認までの期間が通常よりも短くなることも考えられるが、ワクチンの有効性及び安全性などを
確実に担保していくことが必要。

・予防接種後に、何らかの症状が出現すれば、予防接種が原因ではないかと疑われることがある（いわゆる「紛れ込み」
等）。このような事象に対しては、科学的に検証することが重要。

（現時点での考え方）

健康被害救済制度

（委員からのご意見）
・国民の不安を軽減するため、健康被害を受けた場合についての補償を盛り込むべき。
・定期接種での接種後の健康被害は、疾病認定審査会で認定されているが、今回どのようなシステムで健康被害を認定
するのか。

（現時点での考え方）

第６回分科会での意見を踏まえた政府の考え方について④
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ワクチンの有効性及び安全性について、国民のワクチンに対する認識を理解し、的確で丁寧なコミュニケーション等
により、幅広く理解が得られるよう取組む。

・ワクチン接種が社会や経済に対し、どれだけのベネフィットがあるのか推定しながら、国民的な議論を行うこと考慮
してはどうか。

・情報発信する前に、ワクチンに対する期待値、不安や疑問を抱く点などを調査してはどうか。
特に高齢者がどうしたら接種の意向を持てるようになるか調査してはどうか。

・ワクチン接種が原因とする様々な有害事象が生じることは事実であり、ワクチン接種するかどうかは最終的には個人
の判断であるため、接種するかどうかを一人一人がよく考えてもらう機会にしてはどうか。

・国民からのワクチン開発への極めて高いが、開発が進むにつれ、特定の社名や製品が話題に上りやすくなり、様々な
誤解を与える情報の発生につながりやすい。

（現時点での考え方）

（委員からのご意見）

広報（リスクコミュニケーション）

・社会全体で、健康被害の救済措置を含めワクチンに関して正しく理解するために、しっかりリスクコミュニケーション
をすべき。

・ 2009年の新型インフルエンザやHPVワクチンの経験を踏まえ、日本人は他国と比べ副反応に対し非常にセンシティブ
であることを考慮したうえで、国民の理解をいかに形成しながらワクチン接種を進めていくのか検討することが必要。

・ワクチンへの期待が大きいだけに期待する効果が得られなかった場合、心理的な影響にも考慮するため、社会的な発
信をどのようにするのか検討することが必要。

第６回分科会での意見を踏まえた政府の考え方について⑤
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中間とりまとめの構成とポイントについて（案） 
 
 
１ 接種目的 
   〇 新型コロナウイルス感染症による死亡者や重症者の発生をできる限り

減らし、結果として新型コロナウイルス感染症のまん延の防止を図る。 
 
２ ワクチンの確保 

〇 ワクチン接種により生命・健康を損なうリスクの軽減や医療への負荷の

軽減、更には社会経済の安定につながることが期待されることから、令和

３年前半までに全国民に提供できる数量の確保を目指し、全体として必

要な数量について、供給契約を締結する。 
〇 国は、ワクチンの使用による健康被害が生じた場合の適切な救済措置、

製造販売業者等の損失を補償する必要な措置を講ずる。 
 
３ 接種の枠組み 

〇 接種の実施体制については、特定接種の枠組みはとらず、住民への接

種を優先する考えに立ち、簡素かつ効率的な接種体制を構築する。 
○ 国の主導のもと身近な地域において接種を受けられる仕組みとし、行

政機関、医療機関、医師会等が連携した上で実施していく必要がある。 
○ その際、地方自治体の負担が生じないよう国が必要な財政措置を講ず

る。 
 
４ 接種順位 

○ 当面、確保できるワクチンの量に限りがあり、その供給も順次行われる

見通しであることから、接種目的に照らした接種順位とする。 
〇 新型コロナウイルス感染症患者（疑われる患者を含む。以下同じ。）に

直接医療を提供する施設の医療従事者等（新型コロナウイルス感染症患

者の搬送に携わる救急隊員及び積極的な疫学調査等の業務に携わる保

健師を含む。）、高齢者及び基礎疾患を有する者を接種順位の上位に位

置付けて接種する。 

資料５ 
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〇 妊婦や、高齢者及び基礎疾患を有する者が集団で居住する施設等で

従事する者については、国内外の科学的知見、ワクチンの性能等を踏ま

え、さらに検討。 
 
５ ワクチンの有効性・安全性 

〇 ワクチンの有効性及び安全性等の評価については、医薬品医療機器

総合機構等で検討するとともに、広く接種を行う際には厚生科学審議会

予防接種・ワクチン分科会で適切に議論する。 
〇 ワクチンの接種開始以降も、ワクチンの製造販売後調査等により、製

造販売業者等と連携し、品質、有効性及び安全性のデータの収集・分析

を行うなど、有効性及び安全性を十分に確保する。 
〇 ワクチンによる重篤な副反応について、迅速な情報収集、専門家によ

る評価などにより、必要な安全対策を講ずる。 
○ ワクチンの接種に当たっては、リスクとベネフィットを総合的に勘案し

接種の判断をすることができるよう情報提供することが必要である。 
 
６ 健康被害救済制度 

〇 ワクチン接種に伴い、健康被害等が生じた場合の健康被害救済を目的

とした必要な措置を講ずる。 
 
７ 広報 
  〇 ワクチンの有効性及び安全性について、国民のワクチンに対する認識を

理解し、的確で丁寧なコミュニケーション等により、幅広く理解が得られるよ

う取組む。 
 
８ 今後の検討等 
   ○ 今回整理する内容は、今後明らかになる知見等を踏まえ、適宜見直す。 



国の主導的役割、広域的視点、住民に身近な視点から、
国、都道府県、市町村の間でどのような役割分担が適切か。

新型コロナウイルスワクチン接種に係る実施体制について

「新型コロナウイルス感染症のワクチンの接種に関する分科会の現時点での考え方」（令和2年8月21日）抜粋
○ ワクチンの接種の実施にあたっては、各地域の実情に踏まえつつ、地方自治体や医療機関、都道府県医師会・郡市
区医師会が十分に連携をした上で実施していく必要がある。また、地方自治体の負担が生じないよう、円滑な実施に
向けて政府における財政措置をすべきである。

⇒国民への円滑な接種を実施するため、国の主導のもと身近な地域において接種を受けられる仕組みをどのように構築
していくか。

1

ワクチンの購入（※）

購入ワクチンの卸売業者への譲渡（※）

地域の卸売業者との調整（ワクチン流通等）（※）

接種順位の決定（※）

接種スケジュール等の広域調整（※）

ワクチンに係る科学的知見の情報提供

副反応疑い報告制度の運営

接種会場確保、医療機関との委託契約、
接種費用支払い

接種勧奨、個別通知（予診票等）

接種記録

相談対応

健康被害救済の申請受付、給付

健康被害救済に係る認定

新型コロナウイルスワクチン接種の実施のために想定される事務（イメージ）

（※）現在実施している予防接種法における予防接種では実施していない、新型コロナウイルスワクチン接種に特有の事務

資料６



（参考）予防接種法における接種事務

ワクチンに係る科学的知見の国民への情報提供

健康被害救済に係る認定

副反応疑い報告制度の運営

国

都道府県 広域的調整（国との連絡調整等）

市町村

接種会場確保、医療機関との委託契約、
接種費用支払い

接種勧奨、個別通知（予診票等）

医療機関

委託契約

住民

通知

接種

2

接種記録

相談対応

健康被害救済の申請受付、給付

○現在、予防接種法における予防接種については、国、都道府県、市町村が役割分担して接種事務を実施。



予防接種法及び新型インフル等特措法上の接種類型について
定期接種 臨時接種 新臨時接種 特定接種 住民接種 （参考）2009年新型

インフルの際の対応

根
拠

予防接種法第５
条第１項

予防接種法
第６条第１項、第２項

予防接種法
第６条第３項

特措法第28条
（臨時接種とみな
す）

特措法第46条
（予防接種法第６条
第１項を読替適用）

予算事業

趣
旨
等

平時のまん延予
防

• Ａ類 集団予防
• Ｂ類 重症化予
防

痘そうの流行時のように、疾病のまん
延予防上緊急の必要 2009年A/H1N1の

ように、病原性が
低い疾病のまん延
予防上緊急の必要

医療従事者等公共
性の高い社会機能
維持者への接種

緊急事態宣言下での
国民全体に対する接
種

死亡者や重症者の発生
をできる限り減らすこ
と及びそのために必要
な医療を確保すること
を目的とする

第１項の場合
（都道府県の判断
で実施）

第２項の場合（厚
労大臣の指示によ
り実施）

主
体 市町村長

都道府県知事
市町村長
（都道府県知事が
指示できる）

都道府県知事（厚
労大臣が指示でき
る）

市町村長
（厚労大臣が都道
府県通じて指示で
きる）

厚生労働大臣
（政府対策本部長
が指示できる）

市町村長
（厚労大臣が都道府
県通じて指示でき
る）

国
（実施要綱で都道府県、
市町村の役割を規定）

対
象
者

政令で決定 都道府県知事が決
定

都道府県知事が決
定

厚生労働大臣が決
定

政府対策本部が基
本的対処方針等諮
問委員会の意見を
聴いて決定

政府対策本部が基本
的対処方針を変更し
て決定

全国民を対象
（優先順位を付けて接
種）

費
用
負
担

市町村長
A類：地方交付
税９割
B類：地方交付
税３割

○都道府県実施
国 1/2
都道府県 1/2
○市町村実施
国 1/3
都道府県 1/3
市町村 1/3

国 1/2
都道府県 1/2

低所得者分につい
て
国 1/2
都道府県 1/4
市町村 1/4

国
（地方公務員への
接種は、それぞれ
の都道府県・市町
村が負担）

国 1/2
都道府県 1/4
市町村 1/4
（自治体の財政力に
応じ、国がかさ上げ
の財政負担を講じ
る）

低所得者分について
国 1/2
都道府県 1/4
市町村 1/4

自
己
負
担

実費徴収可 自己負担なし 自己負担なし 実費徴収可 自己負担なし 自己負担なし 実費徴収可

救
済

A類：高水準
B類：医薬品と
同水準

高水準 高水準 やや高水準 高水準 高水準
医薬品と同水準
（健康被害救済に係る
特別措置法を制定） 3
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新型コロナウイルス感染症に関する今後の取組（令和２年８月28日 新型コロナウイルス感染症対策本部決定）抜粋

４．治療薬、ワクチン

○ 新型コロナウイルス感染症に係るワクチンについては、生命・健康を損なうリスク
の軽減や医療への負荷の軽減、更には社会経済の安定につながることが期待されるこ
とから、令和３年前半までに全国民に提供できる数量を確保することを目指す。

このため、現在開発が進められているワクチン候補のうち、臨床試験の進捗状況等
を踏まえ、安全性や有効性、日本での供給可能性等が見込まれるものについては、国
内産、国外産の別を問わず、全体として必要な数量について、供給契約の締結を順次
進めることとする。

また、国民への円滑な接種を実施するため、国の主導のもと身近な地域において接
種を受けられる仕組みや、健康被害が生じた場合の適切な救済措置も含め、必要な体
制の確保を図る。併せて、ワクチンの使用による健康被害に係る損害を賠償すること
等により生じた製造販売業者等の損失を国が補償することができるよう、接種の開始
前までに法的措置を講ずることとする。



新型コロナウイルスワクチンの接種目的等の考え方について

接種目的について

• 発症予防又は重症化予防の効果を有すると評価されたワクチンが開発された際に、できるだけ早期に
多くの国民が接種を受けられるようにすることにより、生命・健康へのリスクの軽減や医療への負荷の
軽減が図ることを目指す。

• 死亡者や重症者の発生をできる限り抑制することにより、結果として新型コロナウイルス感染症のまん
延防止を図る。

● 新型コロナウイルス感染症の特徴
• 発症前から感染性があり、発症から間もない時期の感染性が高いことから、市中感染のリスクに対する不安感
が大きい。

• 重症化率は、全体として季節性インフルエンザよりは高く、特に高齢者や基礎疾患を有する者で高い。
• 入院期間が季節性インフルエンザより長く、入院医療に与える負荷が大きい。
• クラスター発生場所は、医療機関内などで多い。

● ３－５月にかけての流行の波の経験より
• 若年から中年世代の重症者や死亡者は、社会機能維持等に不可欠な業務に従事された方を含め、比較的少な
かった。

• 医療提供体制のひっ迫が課題となったことから、医療提供体制の面での配慮及び対策は必要である。

● 接種開始時点で期待されるワクチンの効果
• 感染予防効果は実証しにくく、確認できるまで時間を要するため、接種開始時までに確認することは困難と考え
られる。

• 承認までの臨床試験では、主に発症予防や重症化予防の効果の評価が行われる見込み。

5

第６回分科会
提出資料



ワクチンの接種の実施の検討に当たり考慮すべき事項④

（特定接種の実施について）
〇 上述の医療従事者、高齢者及び基礎疾患を有するもの以外にも、仕事上の感染のリスクが非常に高く、かつ、
感染した際に社会的な影響が甚大な者がいることも考えられる。しかし、これまでの感染の状況を踏まえると、
新型インフルエンザ対策で想定をしていたような、国民のほとんどが短期間に感染し、欠勤者や死亡者が多発
することは今のところ想定されない。

〇 こうしたことを踏まえれば、特定の医療従事者、高齢者及び基礎疾患を有する者へのワクチンの接種を優先
すべきであり、社会機能維持者に対する特定接種を行うことについては現段階では優先的な課題とはならない
のではないかと考えられる。

（実施体制）
〇 実施体制の構築については、現場が混乱しないよう、簡素かつ効率的な体制整備を進めていくべきである。

〇 ワクチンの接種の実施にあたっては、各地域の実情に踏まえつつ、地方自治体や医療機関、都道府県医師
会・郡市区医師会が十分に連携をした上で実施していく必要がある。また、地方自治体の負担が生じないよう、
円滑な実施に向けて政府における財政措置をすべきである。

〇 また、ワクチン製剤の品質の確保体制を十分に確保すべきである。
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「新型コロナウイルス感染症のワクチンの接種に関する分科会の現時点での考え方」（令和２年８月２１日 新型コロナウイルス感染症対策分科会）抜粋



新型コロナウイルス感染症に関する今後の取組

〇 ４月に緊急事態宣言を発し、感染状況は改善したが、社会経済活動全般に大きな影響
〇 感染者のうち、８割の者は他の人に感染させていない。また、８割は軽症又は無症状のまま治癒するが、２割で肺炎症状が増
悪。一方、若年層では重症化割合が低く、65歳以上の高齢者や基礎疾患を有する者で重症化リスクが高いことが判明

〇 これまで得られた新たな知見等を踏まえれば、ハイリスクの「場」やリスクの態様に応じたメリハリの効いた対策を講じるこ
とによって、重症者や死亡者をできる限り抑制しつつ、社会経済活動を継続することが可能

○ こうした考え方の下、重症化するリスクが高い高齢者や基礎疾患がある者への感染防止を徹底するとともに、医療資源を重症
者に重点化。また、季節性インフルエンザの流行期に備え、検査体制、医療提供体制を確保・拡充

⇒ 感染防止と社会経済活動との両立にしっかりと道筋をつける

２．検査体制の抜本的な拡充
・季節性インフルエンザ流行期に対応した地域の医療機関での簡
易・迅速な検査体制構築。抗原簡易キットを大幅拡充（20万件
／日程度）
・感染拡大地域等において、その期間、医療機関や高齢者施設等
に勤務する者全員を対象とする一斉・定期的な検査の実施
・市区町村で一定の高齢者等の希望により検査を行う場合の国の
支援
・本人等の希望による検査ニーズに対応できる環境整備

３．医療提供体制の確保
・患者の病床・宿泊療養施設の確保のための10月以降の予算確保
・患者を受け入れる医療機関の安定経営を確保するための更なる
支援
・地域の医療提供体制を維持・確保するための取組み・支援を進
め、季節性インフルエンザ流行期に備え、かかりつけ医等に相
談・受診できる体制の整備
・病床がひっ迫した都道府県に対する他都道府県や自衛隊の支援

４．治療薬、ワクチン
・治療薬の供給を確保、治療薬の研究開発に対する支援
・全国民に提供できる数量のワクチンの確保（令和３年
前半まで）
・身近な地域での接種体制や健康被害救済措置の確保等
・健康被害の賠償による製造販売業者等の損失を国が補
償できる法的措置

５．保健所体制の整備
・自治体間の保健師等の応援派遣スキームの構築
・都道府県単位で潜在保健師等を登録する人材バンクの
創設
・保健所等の恒常的な人員体制強化に向けた財政措置

６．感染症危機管理体制の整備
・国立感染症研究所及び国立国際医療研究センターの連
携による、感染症の感染力・重篤性等を迅速に評価・情
報発信できる仕組みの整備
・実地疫学専門家の育成・登録による感染症危機管理時
に国の要請で迅速に派遣できる仕組みの構築

７．国際的な人の往来に係る検査能力・体制の拡充
・入国時の検査について成田・羽田・関西空港における1
万人超の検査能力を確保（9月）

1．感染症法における入院勧告等の権限の運用の見直し
・軽症者や無症状者について宿泊療養（適切な者は自宅療養）で
の対応を徹底し、医療資源を重症者に重点化。感染症法における
権限の運用について、政令改正も含め、柔軟に見直し

令和２年８月28日
新型コロナウイルス感染症対策本部 資料７



 
資料 7 

新型コロナウイルス感染症に関する今後の取組 

 

令和２年８月 28日 

新型コロナウイルス感染症対策本部決定 

 

 3、4 月の感染拡大期においては、新型コロナウイルス感染症に関する知見

が現時点と比べて十分ではない中で、感染拡大防止と医療提供体制の崩壊を未

然に防止するため、4月には、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく

緊急事態宣言を発するとともに、国民に対し、「最低 7 割、極力 8 割程度の接

触機会の低減」を呼び掛けた。これにより感染状況は改善したが、社会経済活

動全般にわたり大きな影響が生じた。 

 

 一方で、現在に至るまでの感染事例を踏まえれば、いわゆる 3密や大声を上

げる環境で感染を生ずることが多いことが確認されている。また、感染者のう

ち、8割の者は他の人に感染させていないことから、クラスターを制御するこ

とが感染拡大を防ぐ上で重要と考えられる。 

 

 このため、これまでに、感染拡大防止と社会経済活動との両立を図るため、

業種ごとの感染拡大予防ガイドラインを作成するとともに、各事業者にこれを

遵守するよう呼びかけてきた。また、国民一人ひとりに対しても、3密や大声

を上げる環境の回避、マスクの着用、フィジカル・ディスタンスの徹底、手指

消毒や換気の徹底など基本的な感染対策を行い、さらには、接触確認アプリを

活用するといった「新しい生活様式」の実践を呼びかけてきた。これらの取組

が着実に実施されることによって、社会全体での感染リスクはかなり下がるこ

とが期待される。 

 

 また、感染者のうち、8 割は軽症又は無症状のまま治癒するが、2 割で肺炎

症状が増悪し、人工呼吸器管理などが必要になるのは 5％程度と言われてい

る。一方、若年層では重症化割合が低く、65 歳以上の高齢者や慢性呼吸器疾

患、糖尿病、肥満などを有する者で重症化のリスクが高いことが判明してい

る。 

 

 検査の面では、唾液を用いるなど新たな検査手法が確立され、検査能力が拡

充されるようになったことから、発症から診断までの日数が大幅に短縮される

ようになった。治療の面でも、レムデシビル、デキサメタゾンといった医薬品

が現在は治療薬として標準的に活用されるようになった。これらのことは、詳
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細な因果関係の分析が待たれるものの、感染者に占める重症化する頻度の低下

にも寄与している可能性がある。 

 

 このように、これまでに得られた新たな知見等を踏まえれば、ハイリスクの

「場」や、リスクの態様に応じたメリハリの効いた対策を適切に講じることに

よって、重症者や死亡者をできる限り抑制しつつ、社会経済活動を継続するこ

とが可能になる。こうした考えの下、今後の季節性インフルエンザの流行期も

見据え、重症化するリスクが高い高齢者や基礎疾患のある者への感染防止を徹

底するとともに、医療資源を重症者に重点化していく。 

 

 さらに、季節性インフルエンザの流行期には、発熱等の症状を訴える者が大

幅に増え、検査や医療の需要が急増することが見込まれることから、更なる検

査体制、医療提供体制の確保・拡充に取り組んでいく。 

 

 上記に加え、実用段階にある新技術を活用し、個人が「新しい生活様式」を

無理なく実践できるように支えるとともに、行政活動から社会経済活動にい

たるまでデジタル化（デジタル・トランスフォーメーション：ＤＸ）を図るほ

か、新型コロナウイルス感染症対策、ポストコロナへの移行を突破口とし、新

たな技術開発・イノベーションを強力に推進する。 

 

 これらの取組を実施することにより、感染拡大防止と社会経済活動との両立

にしっかりと道筋をつける。 

 

 

１．感染症法における入院勧告等の権限の運用の見直し 

〇 新型コロナウイルス感染症については、指定感染症として行使できる権限

の範囲が、当時の医学的知見を踏まえ、結核や SARS、MERSといった二類感染

症以上となっている。今後、これまでに把握されている医学的知見や有識者

の意見を踏まえ、まん延防止を図りつつ、保健所や医療機関の負担の軽減や

病床の効率的な運用をさらに図るため、軽症者や無症状者について宿泊療養

（適切な者は自宅療養）での対応を徹底し、医療資源を重症者に重点化して

いくこととし、こうした方向性の下、季節性インフルエンザの流行期も見据

え、感染症法に基づく権限の運用について、政令改正も含め、柔軟に見直し

を行っていく。 
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２．検査体制の抜本的な拡充 

○ 季節性インフルエンザ流行期を踏まえた検査需要に対応できるよう、国が

都道府県に対し指針を示し、地域における外来診療の医療提供体制と検体採

取体制を踏まえて早期に新たな検査体制整備計画を策定するよう要請する。

季節性インフルエンザの検査件数（１シーズン約 2 千万～3 千万件（2013～

2016年度））を踏まえ、季節性インフルエンザに加え、新型コロナウイルスの

検査についても、地域の医療機関で簡易・迅速に行えるよう、抗原簡易キッ

トによる検査を大幅に拡充（１日平均 20万件程度）するとともに、ＰＣＲ検

査や抗原定量検査の機器の整備を促進し、必要な検査体制を確保する。その

際、検査機器やキットの特性に違いがあることを踏まえ、それぞれ適切な活

用方法を明確化する。 

 

○ 感染者が多数発生している地域やクラスターが発生している地域において

は、その期間、医療機関、高齢者施設等に勤務する者、入院・入所者全員を対

象に、いわば一斉・定期的な検査の実施を都道府県等に対して要請する。 

また、地域における感染状況を踏まえ、感染拡大を防止する必要がある場合

には、現に感染が発生した店舗、施設等に限らず、地域の関係者を幅広く検査

することが可能であることを明確化し、都道府県等に対して、積極的な検査の

実施を要請する。 

  

○ 感染拡大や重症化を防止する観点から、一定の高齢者や基礎疾患を有する

者について、市区町村において本人の希望により検査を行う場合に国が支援

する仕組みを設ける。 

 

○ 社会経済活動の中で本人等の希望により全額自己負担で実施する検査ニー

ズに対応できる環境を整備する。仮に、行政検査がひっ迫する状況になれば、

都道府県知事が検査機関に対し、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基

づき、行政検査に支障を生じさせないよう要請する。 

 

 

３．医療提供体制の確保 

○ 病床・宿泊療養施設確保計画に基づき、各都道府県において病床・宿泊療養

施設を計画的に確保し、医療提供体制の整備を着実に実施するとともに、現

時点で把握されている医学的知見に基づき、リスクの低い軽症者や無症状者

については宿泊療養（適切な者は自宅療養）での対応を基本とし、医療資源

を重症者に重点化していく。 
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○ 緊急包括支援交付金による新型コロナウイルス感染症患者の病床・宿泊療

養施設の確保について、9 月分までを対象に各都道府県に交付決定を行って

おり、今後さらに、10月以降分の予算を確保し、各都道府県における入院・

宿泊療養の体制整備を進める。 

また、新型コロナウイルス感染症患者を受け入れる医療機関の安定的な経営

を確保するため更なる支援を行うとともに、新型コロナウイルス感染症患者へ

の医療を含め、感染防止の観点から、地域の医療提供体制を維持・確保するた

めの取組み・支援を進めることとし、多数の発熱患者の発生が想定される季節

性インフルエンザ流行期に備え、発熱患者が帰国者・接触者相談センターを介

することなく、かかりつけ医等の地域で身近な医療機関等に相談・受診し、必

要に応じて検査を受けられる体制を整備する。 

 

○ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大が急激に進展し病床がひっ迫した都

道府県に対して、他都道府県からの応援や都道府県知事からの要請による自

衛隊の災害派遣等により、必要な支援を行う。また、ECMOが必要な重症患者

に対して、全国の医療関係者のネットワーク（ECMOnet）の協力を得て、診療

支援を行う。 

 

○ 今後の感染状況の変化に十分対応可能な量の医療物資を調達・備蓄すると

ともに、Ｇ－ＭＩＳ※などにより医療機関における医療物資の充足状況を把

握し、優先・緊急配布※※できる体制を構築する。 

 ※新型コロナウイルス感染症医療機関等情報支援システム 

※※現在までの配布実績（８月 21 日時点）：サージカルマスク約２億 4,540 万枚、Ｎ95 等

マスク約 1,090 万枚、アイソレーションガウン約 6,740 万枚、フェイスシールド約 2,300

万枚、非滅菌手袋約 5,980万双 

 

 

４．治療薬、ワクチン 

○ 治療薬として活用されているレムデシビル、デキサメタゾンについて、必要

な患者への供給の確保を図る。その他の治療薬の研究開発について、海外も

含めた臨床研究等の推進や、新たな治療薬開発研究の加速のための継続的な

支援等に取り組む。引き続き、現在開発中の薬剤について治験手続きを簡素

化するとともに、今後、薬事申請がなされた場合は最優先で審査を行い、有

効性等が確認されれば速やかに承認するなど、早期の実用化を図る。 
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○ 新型コロナウイルス感染症に係るワクチンについては、生命・健康を損なう

リスクの軽減や医療への負荷の軽減、更には社会経済の安定につながること

が期待されることから、令和３年前半までに全国民に提供できる数量を確保

することを目指す。 

このため、現在開発が進められているワクチン候補のうち、臨床試験の進捗

状況等を踏まえ、安全性や有効性、日本での供給可能性等が見込まれるものに

ついては、国内産、国外産の別を問わず、全体として必要な数量について、供

給契約の締結を順次進めることとする。 

  また、国民への円滑な接種を実施するため、国の主導のもと身近な地域にお

いて接種を受けられる仕組みや、健康被害が生じた場合の適切な救済措置も

含め、必要な体制の確保を図る。併せて、ワクチンの使用による健康被害に係

る損害を賠償すること等により生じた製造販売業者等の損失を国が補償する

ことができるよう、接種の開始前までに法的措置を講ずることとする。 

 

 

５．保健所体制の整備 

○ 都道府県を越えた緊急時の対応を可能とするため、自治体間、関係学会・団

体からの保健師等の専門職の応援派遣スキーム（厚生労働省が総務省、全国

知事会、全国市長会、全国町村会、指定都市市長会の支援を得て調整）を構築

する。特に緊急性が高い場合には、都道府県からの連絡を待たずに派遣を調

整する。 

  また、都道府県単位で潜在保健師等を登録する人材バンク（リスト化、定期

的な研修実施等）の創設、保健所等の恒常的な人員体制強化に向けた財政措

置を検討する。 

 

○ ＨＥＲ－ＳＹＳ※の運用改善（発生源入力の促進等）や、業務委託の一層の

推進、一部業務の延期等による保健所業務の軽減により、専門職が専門性の

高い業務に専念できる環境づくりを進める。 

  ※新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援システム 

 

 

６．感染症危機管理体制の整備 

○ 感染症危機管理時において情報集約・対策実施を全国統一で迅速に行える

よう、国・都道府県・保健所設置市区の権限・役割の見直しや、感染症危機管

理における司令塔機能の強化などについて検討する。 
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○ 感染症の疫学情報、ウイルス情報、臨床情報等の国立感染症研究所への集約

化を図ることとし、国立感染症研究所及び国立国際医療研究センターが連携し

て、感染症の感染力及び罹患した場合の重篤性等を迅速に評価し、情報発信で

きる仕組みを整備する。また、実地疫学専門家の育成・登録を行い、感染症危

機管理時には国の要請で迅速に派遣できる仕組みを検討するとともに、そのた

めに必要な国立感染症研究所の組織体制の増強についても検討する。 

 

 

７．国際的な人の往来に係る検査能力・体制の拡充 

○ 新型コロナウイルス感染症の再拡大の防止と両立する形で、国際的な人の

往来を部分的・段階的に再開していくこととし、入国時の検査について成田・

羽田・関西空港において 9 月には 1 万人超の検査能力を確保する。その後、

人の往来に係る国際的な枠組みの在り方を検討するとともに、3 空港及びそ

の他の空港について体制整備を更に推進する。 

 

○ ビジネス目的の出国者が市中の医療機関において検査証明を迅速に取得す

ることを支援するため、インターネットで予約・マッチングすることができ

る仕組みを、10月を目標に構築する。 



次のインフルエンザ流行に備えた体制整備

厚生労働省
Ministry of Health, Labour and Welfare

令和2年8月26日 第45回厚生科学審議会感染症部
会・第39回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科
会予防接種基本方針部会（合同開催）配布資料

資料8-1



次のインフルエンザ流行に備えた体制整備（案）

○ 例年、季節性インフルエンザの流行期には多数の発熱患者が発生しており、今年度も同
程度の発熱患者が発生することを想定して対策を講ずるべきであるが、季節性インフルエ
ンザとCOVID-19を臨床的に鑑別することは困難。

○ 今シーズンは、新型コロナウイルス感染症の流行が懸念される中、インフルエンザワク
チンの需要が高まる可能性がある。

▶ こうした状況を踏まえ、自治体や関係団体と連携して、次のインフルエンザ流行に備
え、インフルエンザワクチンの優先的な接種対象者への呼びかけを実施（10月中）する
とともに、各自治体の外来・検査体制を整備（10月中）する。

１．現状・課題

I. 地域の実情に応じて、多くの医療機関で発熱患者を診療できる体制を整備（外来・
検査体制の整備）

II. インフルエンザワクチンの供給量を確保・効率的なワクチン接種を推進するととも
に、優先的な接種対象者への呼びかけを実施（インフルエンザワクチンの接種）

III. 新しい生活様式の徹底をはじめとする公衆衛生対策

２．基本的な考え方

2



○ かかりつけ医等の地域で身近な医療機関において、必要な感染予防策を講じた上で、相談・外来診療・検査を行う体制を整備する。
○ 事前に電話予約の上、受診することを徹底することも含め、今後の相談受診方法を広く住民に周知すること。
○ 地域の診療所等で十分な検査体制を確保できない場合には、地域外来・検査センターを拡充し、検査体制を確保すること。

地域外来・検査センター 地域の診療所等※１
(検査協力医療機関)

発熱患者等を診ない医療機関

紹介

入院 入院患者を受け入れる
医療機関

濃厚接触者も
積極的に受入れる

入院

受診相談センター
（旧帰国者・接触者相談センター）

※１各都道府県が登録・指定した、相談又は診療・検査可能な医療機関として登録・指
定した医療機関

※特に免疫低下している患者などが来
院する専門外来等
※構造的に動線を分けられない等

土日や夜間、かかりつけ医がいない等
受診医療機関に迷っている方が相談

重症者への診療・検査
土日や夜間の
診察・検査

かかりつけ医等の最寄りの診療
所や地域外来・検査センターを電
話予約の上、相談・受診

（旧帰国者・接触者外来等）

3

外来・検査体制の整備

次のインフルエンザ流行に向けた発熱者等の相談・外来診療・検査フロー

一部の医療機
関では、検体
採取を依頼



次のインフルエンザ流行に備えた医療機関の診療体制・検査の想定パターン

ひとつの診療所内で
時間分離

AM

PM

発熱以外の患者

発熱患者

複数の診療所で
輪番制

日

金土
火水
木

日月

野外（テント）型

地域外来・検査センター

車の中で診療（ドライブ
スルー）型

地域の診療所の敷地内や駐車場

4

○ 今まで帰国者・接触者外来を担っていた医療機関は、入口や診察室が複数ある等、医療機関内で動線
の確保が可能であったが、地域の診療所等において、必ずしも帰国者・接触者外来と同様に院内感染防
止のための動線の確保ができるとは限らない。

○ そのため、各地域や各医療機関において、地域の実情を踏まえて、院内感染を防止しつつ、発熱患者
の診療・検査を行う体制を検討していく必要がある。

○ 動線確保をしつつ、診療・検査を行う体制として想定されるのは以下のとおり。ドライブスルー型・
テント型の方が、多くの患者を対応することができる。

○ なお、どのような体制であったとしても、事前に電話予約の上、受診することを徹底する。その上で、地域の
感染状況や患者の接触歴等に応じて、更なる時間的・空間的分離を講ずるといった対応も求められる。

診療・検査体制のパターン（案）



次のインフルエンザ流行に備えた医療機関の診療体制・検査の想定パターン

採取する検体 季節性インフル
エンザ COVID-19 感染防護 備考

①鼻咽頭ぬぐ
い液

抗原定性
鼻咽頭拭い液

抗原定性
鼻咽頭ぬぐい液

医療者に一定の暴露あり
（フェイスガード、サージ
カルマスク、手袋・ガウン

等）

・迅速に結果を得ることがで
きる
・迅速抗原検査キットは比較
的供給量が多め

②鼻かみ液・
唾液

抗原定性
鼻かみ液

PCR(抗原定量)
唾液

医療者の暴露は限定的
（サージカルマスク、手

袋）

・結果を得るのに数日かかる
・COVID-19のPCRのキャパ
シティを消費
・①よりも多くの検体採取の
実施が可能

③検体採取な
し

臨床診断
（抗インフルエ
ンザ薬の処方あ

り）

検査必要時は検
査センターへ紹介

医療者の暴露は限定的
（サージカルマスク、手

袋）

・医師及び患者より検査を実
施すべきとの声あり。抗イン
フルエンザの過剰投与や過度
な学級閉鎖等のリスクあり。

5

○ 日本感染症学会提言「今冬のインフルエンザとCOVID-19に備えて」を踏まえ、流行状況に応じた
季節性インフルエンザとCOVID-19の検査体制の整備に取り組んでいく。

 原則として、COVID-19の流行が見られる場合には、インフルエンザが強く疑われる場合を除い
て、可及的に季節性インフルエンザとCOVID-19の両方の検査を行う事を推奨。

 ただし、COIVD-19の検査の供給は限られることから、流行状況により、先にインフルエンザの
検査を行い、陽性であればインフルエンザの治療を行って経過を見ることも考えられる。

検査について（日本感染症学会提言抜粋）



紹介

地域の診療所等

（参考）発熱患者等の相談・外来診療・検査フローの現在の姿

地域外来・検査センター

紹介

帰国者・接触者外来
（入院機能を備える病院）

入院

帰国者・接触者
電話相談センター

紹介

紹介

原則
非公表 非公表

○ 保健所等（一部は地域の医師会や民間機関に委託）に帰国者・接触者相談センターを設置し、相談センターから感染疑いの患者
の紹介を受けて、診察・検査を行う帰国者・接触者外来等を設置。

〇 感染が疑われた者はまずは帰国者・接触者相談センターに電話で相談した上で、帰国者・接触者外来等を受診して検査を受ける。
○ また、検査を主に行う機関として、郡市医師会等に運営委託した「地域外来・検査センター」を地域の実情に応じて設置。
地域外来・検査センターは帰国者・接触者相談センターを介さずに、地域の診療所から直接、患者の紹介を受けて、検査を行う。

帰国者・接触者外来や地域外来・検査センターに紹
介。検査協力医療機関以外は、基本的には検体採
取は行わない/えない。

相談
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コロナやインフルエンザの検査に必要なPPEの配布について

○ 日本環境感染学会等のガイドラインに基づき、上気道の検体採取など検査手法や、検査体
制に応じて、必要な個人防護具（PPE）を無償配布する。
※ インフルエンザ流行期の無償配布で、医療従事者の新型コロナウイルスの感染リスクを低減し、幅
広い医療機関からの協力を得る。

※ サージカルマスク、アイソレーションガウン、フェイスシールド、非滅菌手袋の配布を予定。

○ ①COVID-19とインフルエンザは鑑別が難しいこと、②インフルエンザの検査は一般的に上気
道の検体採取で行うことから、検査体制に応じたPPEの配布を想定している。

○ 今後、基本的な考え方を示した上で、都道府県において各地域での具体的な検査実施体
制及び検査を実施する医療機関を検討いただき、インフルエンザ流行期前に必要な物資が医
療現場に行き渡る手法について関係者と調整する。
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○ 今冬に供給されるインフルエンザワクチンの見込み量は、約3,178万本（成人量では6,356万回分に相当）
（例年のインフルエンザワクチンの接種率は、小児で50～60％程度、高齢者で40～70％程度）

○ 今冬は、新型コロナウイルス感染症の流行が懸念される中、インフルエンザワクチンの需要が高まる可能性がある。

8

○ 予防接種法に基づく定期接種対象者に加え、日本感染症学会の提言を踏まえ、以下の方々が希望する場合に接種の
機会を逸することのないよう、優先的な接種を呼びかけることとしてはどうか。
① 予防接種法に基づく定期接種対象者（65歳以上の高齢者等）
② 医療従事者、65歳未満の基礎疾患を有する方、妊婦、乳幼児～小学校低学年（2年生）
（※）②は、日本感染症学会から、インフルエンザワクチン接種が特に強く推奨される方々と提言されている。（今冬のインフルエンザとCOVID-19に備
えて（令和2年8月3日公表））

インフルエンザワクチンに関する取組（案）
１．インフルエンザワクチンを取り巻く状況

２．優先的な接種対象者

○ 原則として、①定期接種対象者の方々で希望される方は、10月前半から接種を開始し、それ以外の方は10月後半ま
で接種をお待ちいただくよう、国民に呼びかけてはどうか。

○ 10月後半からは、感染症学会提言を踏まえ、特に、②医療従事者、65歳未満の基礎疾患を有する方、妊婦、乳幼児
~小学校低学年（2年生）の方々で、接種を希望される方に対して、接種を呼びかけてはどうか。

①
10月 11月～

呼びかけ

呼びかけ

３．呼びかけについて

②
※ インフルエンザワクチンは予防接種法上、行政から対象者に接種勧奨を
行う対象ではなく、呼びかけは接種を希望される方が対象となる。



• 65歳以上の高齢者等（※１）へのインフルエンザの予防接種は、流行阻止の効果は示されていな
いものの、重症化防止の効果があるとされることから、予防接種法に基づく定期接種の対象と
されている。
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（参考）インフルエンザワクチンについて

※１ 60歳から65歳未満の慢性高度心・腎・呼吸器機能不全者等

１．予防接種法上の定期接種

２．日本感染症学会提言「今冬のインフルエンザとCOVID-19に備えて」（概要）

• 今冬は、COVID-19とインフルエンザの同時流行を最大限に警戒すべきであり、医療関係者、
高齢者、ハイリスク群（妊婦等）を含め、インフルエンザワクチン接種が強く推奨されます。

• 今冬は、COVID-19とインフルエンザの同時流行も懸念されるので、小児（特に乳幼児～小学
校低学年（2年生））へのインフルエンザワクチンについても、接種が強く推奨されます。



2020/21シーズンのインフルエンザワクチンの供給について （その１）
○ 2020/21シーズンに供給されるインフルエンザワクチンの見込み量は約3,178万本と、昨年度から
約７％増加し、４価ワクチンに変更された平成27年以降で最大の供給量となる見込み。統計の
ある平成8年以降、最大だった昨年の使用量(2,825万本)と比較すると、約12%多い。
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【令和２年８月現在】

約3,178

万本

※１ 平成７年以前の使用量は不明 ※２ １mL換算

４価ワクチン３価ワクチン
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2020/21シーズンのインフルエンザワクチンの供給について （その２）
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注１） 供給量は、いずれも1mL換算。
注２） 令和２年８月現在、ワクチン製造は完了していないため、将来の製造効率の変動や国家検定の影響の可能性については、令和元年度の実績と同様と仮定して

供給量及び供給時期を算出。

【令和２年８月現在】

平成28年度
平成29年度
平成30年度
令和元年度
令和２年度（見込み）

○ 国家検定に係る省令の改正により、製造から出荷までの期間が短縮され、接種開始（10月1日）
時点の供給量も含め、全体的に出荷が早まる見込み。
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相談した医療機関から
「診療・検査医療機関」
の案内を受けて、受診

<住民に対して周知すること>
 発熱等の症状が生じた場合には、まずはかかりつけ医等の地域で身近な医療機関に、電話相談すること。
 相談する医療機関に迷う場合には、「受診・相談センター」に相談すること。
＜都道府県等や地域の医療関係者で整備すること＞
 発熱患者等から相談を受けた際に、適切な医療機関を速やかに案内できるよう、「診療・検査医療機関」とその対応時間等を、地域の
医療機関や「受診・相談センター」間で随時、情報共有しておくこと。

 その上で、地域の医師会等とも協議・合意の上、「診療・検査医療機関」を公表する場合は、自治体のホームページ等でその医療機
関と対応可能時間等を公表する等、患者が円滑に医療機関に受診できるよう更なる方策を講じること。

発熱等の症状のある方の相談・受診の流れ

かかりつけ医等の地域で身近な医療機関
（自治体のHPで公表している「診療・検査医療機関（仮称）」
や、受診・相談センターの機能を有する医療機関を含む）

診療・検査
（その地域で身近な医療機関が

「診療・検査医療機関（仮称）」である場合）

相談した医療機関で診療・検査
可能であるか

受診・相談センター（仮称）
（旧帰国者・接触者相談センターや、

相談体制を整備している地域の医師会等）

案内された上で受診

相談する医療機関に迷う場合には、
「受診・相談センター」に電話相談する。発熱患者等

NO
YES

相
談

診
療
・
検
査 ※「診療・検査医療機関」は、検査（検体採取）を地域外来・検査センターに依頼することも可能

電話相談

「診療・検査医療機関（仮称）」
※地域の医療機関間で「診療・検査医療機関」の情報を

共有しておく。

資料8-2



今後の新型コロナウイルス感染症対策について 

 

鳥取県知事 平井伸治 

 

１．Go To 事業 

・  全国知事会でアンケート調査を行ったところ、各都道府県からは、事

業の休止や対象地域からの除外について、感染状況に応じた一定の基準

を設けるなど、感染防止対策との両立を図りながら事業を推進していた

だきたいとの意見が多く寄せられた。 

・  今後実施が予定されている「Go To イート」、「Go To イベント」、「Go 

to 商店街」については、期待の声が寄せられている一方、感染予防対

策を徹底しつつ実施すること、地域の感染状況に応じて対象地域や実施

時期の検討を機動的に行うことが必要との意見も多かった。 

 なお、各都道府県が実施している「メールやSNSアプリによる感染者

の通知システム」をはじめとした感染防止対策や、地域経済振興策との

連携を図る必要もあり、なるべく早期に制度の詳細を各都道府県に説明

し、地方の意見を十分に踏まえた検討を行っていただきたい。 

・ 「Go To トラベル」事業についても、新型コロナにより大きな打撃を

受けている観光関連産業への支援として評価をしている団体が多いが、

引き続き感染状況を注視しつつ、一定の基準を設けて感染が拡大してい

る地域を対象から除外するなど、感染拡大防止との両立を図るべきとの

意見が多く寄せられた。 

・  観光をする側及び受入れ側双方が感染予防を徹底し、「新しい旅行の

スタイル」を実現することにつなげていくべきとの意見もあった。 

・  また、除外地域や７月の豪雨災害の被災地域も考慮し、事業実施期間

の延長を検討すべきとの意見もあった。 

 

２．ワクチン接種 

 ・ その重要性や国民の期待も踏まえ、地方としても役割を果たす必要が

あると認識。 

・  他方で、その経費は多額にのぼることが想定されることから、準備に

要する経費も含め、全額国費による措置をお願いしたい。 

CS675206
テキストボックス
資料９-１



・ また、実際の実務を担う市町村にも丁寧に説明を行い、その意見を十

分に踏まえて準備を進めるとともに、医療従事者等への優先接種に当た

っては特定接種管理システムを活用すること、医療機関との契約につい

ては集合契約を活用するなど、事務負担の軽減に取り組まれたい。 

・ 優先接種については、高齢者や基礎疾患を有する方のほか、新型コロナ

対策の中核業務を担う保健所の職員や、クラスターが多発している社会

福祉施設の職員についてもその対象として検討していただきたい。 

 

３．新型コロナウイルス感染症に係る感染症法上の運用見直し 

・ 全国知事会のアンケート調査では、有効な治療法やワクチンによる予

防等が確立していない現時点では、運用見直しは時期尚早であり、感染

拡大につながるおそれもあることから慎重に行うべきとの意見が多い。 

特に、入院勧告や、検査及び入院・宿泊療養に対する公費負担制度へ

の影響を懸念する声が多く寄せられた 

・ 他方で、約10団体からは、これまでに得られた知見や保健所及び医療

機関の負担等を考慮し、無症状病原体保有者及び軽症者に対する入院勧

告や、検査時の疑似症の届け出等について、季節性インフルエンザの流

行時期を見据えて見直しを行うべきとの意見も寄せられた。 

（その場合でも、無症状病原体保有者及び軽症者に対する宿泊療養の法的根拠を設け

ること、高齢者や基礎疾患を有する方には引き続き入院勧告を行えるようにするこ

と等の対応が必要とする意見が多かった） 

・ 今後、治療薬やワクチン開発の状況も踏まえて運用見直しを検討する

際には、国におかれては、下記の点にご留意いただくよう要望する。 

① 見直しに当たっては現場で対策に当たる都道府県と協議を行い、地

方の意見を十分に踏まえること 

② 大都市部と地方部の感染状況や医療提供体制等の差異を踏まえ、各

都道府県が地域の実情に応じた対策を講じられるようにすること 

③ 見直しの考え方や意義を国民に丁寧に説明すること 

 ※ 感染症法の具体の条文では、第28条（ねずみ、昆虫等の駆除）、第31条（生活用水

の使用制限）、第32条（建物の立入制限・封鎖）、第33条（交通の制限）の措置につ

いては、継続しない選択肢も考えられるとの回答が過半数であった。 



○現在、新型インフルエンザ等が発生した場合に、医療及び社会機能を維持するために臨時の予
防接種を行う対象者については、「特定接種管理システム（厚生労働省）」により、情報管理を
行っている。
（例） （類型）医療分野：新型インフルエンザ等医療型、重大・緊急医療型、新型インフルエンザ等対策の実

施に携わる公務員、国民生活・国民経済安定分野（介護・福祉型、指定公共機関型、社会イン
フラ型 他）

○新型コロナウイルスのワクチン接種時においても、当該システムを活用することにより、優先接
種の際の情報管理に伴い発生する自治体の負担が軽減されることが期待される。

県・市町村

参考１



第５期風しん定期接種に係る抗体検査及び予防接種に係る集合契約について

〇市区町村・都道府県から委任を受けた全国知事会と、実施機関から委任を受けた日本医師会（及び都道府
県）がそれぞれ集合契約を行うことにより、関係者の事務負担を軽減。

※当集合契約は、予防接種法第５条で規定する実施主体「市町村長」が、医療機関等と実施委託を行うもの。
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＜集合契約に参加する実施機関の情報＞
・集合契約に参加する実施機関の情報に
ついては、委任先が（自治体と連携し
て）リスト化し、再委任先に提出する。
・集約された情報（一覧表）を厚生労働
省のHP等に掲載する。
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全国知事会新型コロナウイルス対策検証・戦略ＷＴ報告書 （概要）

○６⽉４⽇の全国知事会議の議論を踏まえ、各都道府県へのアンケートや事例報告に基づき、新型
コロナウイルス感染症対策に関する課題等への対策を検証し、今後の戦略を検討。
※アドバイザーに釜萢⽇本医師会常任理事、オブザーバーに内閣官房・厚⽣労働省を迎え、６⽉以降、３回のWT会議を開催

○「地域の実情に応じたアプローチ」、「発生状況を踏まえたクラスター対策」、「保健所体制、
検査体制、医療提供体制の強化」、「実効性の担保など特措法等の⾒直し」、「季節性インフル
エンザとの同時流⾏を踏まえた対応」、「偏⾒・差別等への対応」等、実際に新型コロナウイル
ス感染症対策に当たった各都道府県の声を踏まえた今後の対策を提示

１．基本的な方向性
・⼤都市部と地⽅部のアプローチの差異など、地域の実情に即し
た新型コロナウイルス感染症対策の重要性

２．地域の感染ルート
・感染がまん延する国・地域からの流⼊と地域内での拡散

３．全国におけるクラスター感染の発生状況と対応
・３〜５⽉の感染の波では「医療機関」「社会福祉施設」「接待
を伴う飲食店」でクラスター発⽣の約８割を占める

４．保健所の体制の強化
・有資格者や外部委託の活用による体制整備、広域の応援体制の
構築、ICTの活用による業務効率化が必要

５．PCR検査等の検査体制の構築
・⼤学や医療機関、医師会等との連携による検査体制の拡充、⼈
材の育成、多様な検査手法の活用が必要

６．医療提供体制の確保、医療機関への経営⽀援
・専用病床の運用に必要な⼈材の確保、個⼈防護具等の医療資機
材、広域での応援体制、医療機関への経営⽀援が必要

７．都道府県間の広域連携、市町村等他機関との連携
・都道府県間の情報共有のルール、法制度⾯も含めた保健所を設
置する市との連携、市町村への情報提供の検討が必要

８．水際対策等、国と連携した対策の展開
・空港周辺での待機の徹底、地元との調整による受⼊医療機関の
確保、都道府県への情報提供等の国の対策が必要

９．特措法に基づく外出自粛・休業要請等の運用基準や法的な
枠組みの在り方
・罰則や協⼒⾦の給付等の実効性担保措置の制度化、対象施設の
検討等、特措法や感染症法の改正や運用⾒直しが必要

10. 業種別ガイドラインの定着、運用をはじめとした新しい生
活様式
・定着に向けた啓発・周知や認定制度等の事業者へのインセン
ティブになる取組が必要

11. 新型コロナウイルス感染症を前提とした医療、保健、福祉
政策の在り方
・新型コロナを前提とした高齢者の健康づくり、⽣活困窮者⽀援、
⼦ども・若者⽀援、避難所での感染予防対策の取組 が必要

12. 季節性インフルエンザの流⾏への対応及びワクチン接種
・同時流⾏に備えた検査体制の構築、季節性インフルエンザワク
チンの安定供給体制、優先接種対象の検討が必要

13. 偏⾒・差別やデマ等への対策
・⼈権侵害へのメッセージの発出や相談体制の整備が必要
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 はじめに  

 全国知事会では、今般の新型コロナウイルス感染症の拡大に対処するため、本年１

月３０日に「新型コロナウイルス緊急対策会議」を設置、その後の感染拡大を受けて、

２月２５日には全都道府県が参加した「新型コロナウイルス緊急対策本部」を設置し、

累次にわたり対策本部会議を開催するとともに、国との意見交換や緊急の提言を行っ

てきた。 

 その後、４月７日には７都道府県で新型インフルエンザ等対策特別措置法（以下「特

別措置法」という。）に基づく緊急事態宣言が発出され、４月１６日には対象が全国に

拡大されたが、５月２５日に全面解除されたところである。 

こうした状況のもと、６月４日に開催された全国知事会議において、「コロナを乗

り越える日本再生宣言」が採択され、それまでの感染拡大防止の対応を検証し、次の

感染拡大の波に備える有効な検査体制・医療提供体制を構築するため、ワーキングチ

ームを設置し、各都道府県の取組を全国で共有するとともに、今後の取組を検討する

こととされた。 

本報告書は、こうして設置された「新型コロナウイルス対策検証・戦略ワーキング

チーム（以下「ＷＴ」という。）」において検討を行った項目について、これまでの対

策やその課題を整理するとともに、今後必要となる取組や国へ要望すべき事項をとり

まとめたものである。その際、全都道府県にアンケート調査を行った結果を反映させ

るとともに、ＷＴの幹事をお願いした都道府県の取組状況について参考資料として掲

載している。今後、各都道府県において新型コロナウイルス感染症対策を進めるに当

たり、参考となれば幸いである。 

 

 

１．基本的な方向性  

新型コロナウイルス感染症については、感染者のうち他人に感染させるのは一部に

限られることから、地域や時期によって感染状況が大きく異なるという特徴がある。

すなわち、大都市部では、ひとたび感染が広がると、一定の期間は感染者数が増大し

た状態が続くのに対し、地方部では、比較的感染が落ち着いている状態の団体がある

一方で、クラスターの発生等を通じて感染が短期間に急速に拡大することもある。 

また、検査体制や医療提供体制の検討にあたっても、複数の中核的な医療機関や民

間検査機関が存在する大都市部と、中核的な医療機関が大学病院や県立病院に限られ、

検査も地方衛生研究所が中心となる地方部では事情が異なる。 

こうした差異を反映し、本ＷＴにおいて各都道府県の取組を議論する中でも、大き

く分類すると、医療提供体制の状況を重視して医療機関の役割分担により対処しよう

とする大都市型のアプローチと、比較的感染が落ち着いている段階では感染者の関係

者に対して幅広くＰＣＲ検査等を行い感染が拡大しないよう囲い込みを図る一方で、

地域の中核病院を中心にクラスターの発生等に備えるという地方型のアプローチが

見られたところである。（なお、この分類は各都道府県の取組の特徴を大きく２つに

分類したものであり、実際にはこれらの双方を取り入れた取組を行っている例、都道

府県内の地域によって大都市型と地方型の双方の取組をそれぞれ行っている例もあ

ることに留意する必要がある。） 
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今後の感染の波に備えるため、各都道府県において検査体制や医療提供体制を検討

するに当たっては、必ずしも全国一律の取組ではなく、このような地域による状況の

差を考慮したアプローチをとることが適当と考えられる。また、国においても、こう

した状況を踏まえて、各都道府県が地域の実情に応じた対策を講じることができるよ

う、必要な支援を行うことを要望したい。 

 

 

２．地域の感染ルートについて  

 新型コロナウイルス感染症の陽性患者について地方部を中心に感染ルートを追え

る地域においては、 

 ・感染がまん延している外国からの帰国又は外国からの訪問客との接触 

 ・感染がまん延している地域への出張・通勤や旅行・イベント参加等又は当該地域

からの帰省 

等により地域に入ってきた新型コロナウイルスが、 

 ・職場や家庭 

 ・会食（特に接待を伴う飲食）や集会等 

を通じて地域に広がるというケースが見られる。 

 この点について、感染経路不明者が多数生じた大阪府における分析では、感染拡大

の収束につながった取組として、「水際対策による海外由来の感染拡大の検出」、「府

民の行動変容（外出自粛・手洗いの徹底・マスクの着用）」、「保健所による積極的疫学

調査の徹底（感染経路不明者の濃厚接触者を特定し、３次感染、４次感染を防止）」の

３つが仮説として指摘されている。地域の外からの流入と、地域の中での拡大を防ぐ

ことが重要と考えられる。 

 特に、インフルエンザでは１人の患者が複数名に感染させるのに対して、新型コロ

ナウイルスは約８割の感染者は他の人に感染させず、残りの約２割の感染者が他の人

に感染させるが、稀に多くの人に感染させる感染者が発生し、このため、クラスター

感染（集団感染）が発生するとされている（「新型コロナウイルス感染症対策の状況分

析・提言」（令和２年５月２９日新型コロナウイルス感染症対策専門家会議））。 

 このため、クラスター感染が発生したか否かで、各都道府県における患者数が大き

く異なる。また、クラスターの連鎖は大規模な感染拡大につながることから、クラス

ター対策の発生予防や発生時の早期対処は、引き続き重要な課題であると考えられる。 

こうした観点から、これまでクラスターが多く発生した施設の分析を行う。 

 

 

３．全国におけるクラスター感染の発生状況と対応  

６月１９日時点で各都道府県に照会をしたところ、特定の１か所で５人以上の感染

者が発生した事例は、全国で２３８件となっている。 

施設区分別にみると、病院、診療所等の医療機関が８４件（３５．３％）、高齢者福祉

施設や障がい者施設等の社会福祉施設が６２件（２６．１％）、キャバレー、ナイトク

ラブ、バー等の接待を伴う飲食店が４１件（１７．２％）となっており、これら３つ

の区分で約８割を占めている。 

このほか、企業・事業所、スポーツジム・運動教室、ライブハウスなどでもクラス
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ターが発生した事例が生じている。 

 こうしたクラスターが発生し、拡大した理由について、施設ごとに分析をすると概

ね下記のとおりである。 

 

（１）クラスター発生・拡大の理由 

 ア 医療機関 

 ・原疾患による発熱や、無症状、偽陰性による感染者の発見の遅れ 

 ・入院（入所）患者等の陰性を確認しないままの転院・退院や転棟（個室への移動 

を除く） 

 ・通常の看護ケアやリハビリ時の手指衛生や、吸引措置・食事介助の際の目の防護

等の、感染予防策の不徹底 

・個人防護具（ＰＰＥ）等の資材の不足 

・通常診療の継続（ＣＴや血液検査の実施）による感染者との接触機会の増 

 ・動線の交差、リハビリの実施等による病棟をまたいだ患者・スタッフの移動 

 ・トイレや更衣室、休憩室、仮眠室、食堂等における職員同士の感染 

 ・スタッフ不足等を背景とした体調不良の職員の勤務継続 

 

 イ 社会福祉施設 

 ・発熱者発生時の保健所等への連絡の遅れ 

 ・デイケア等の通いの利用者や面会者からの感染 

 ・移乗、食事・入浴介助等の介護ケアにおける密着機会の多さ 

 ・認知機能が低下した入所者によるマスク・手洗い等の感染予防策の困難さ 

 ・施設内のゾーニング、感染者と未感染者の区分けの不徹底 

 ・個人防護具（ＰＰＥ）等の資材の不足や使いまわし等の不適切な使用 

 ・職員の感染によるスタッフ不足から生じる不十分な介護  

 ・クラスターの発生施設名を非公表としたことによる施設間の情報共有の不足 

 

 ウ 接待を伴う飲食店等 

 ・狭い店内や換気が難しい構造等、三密が生じやすい環境 

 ・マスク着用等の感染予防策の不徹底 

 ・患者発生時における疫学調査の困難さ 等 

 

 こうしたクラスター発生・拡大の要因を考慮すると、今後、クラスター対策として

下記の対策を適切に講じることが必要と考えられる。 

 

（２）クラスター対策として必要な事項 

 ア  医療機関、社会福祉施設等の施設 

 （事前の体制整備） 

 ・ケア時の感染予防対策に係るガイドラインの作成 

 ・感染症対応リーダーの育成、個人防護具の着用等の感染予防策や発生時の対応等

について事前の職員研修や訓練の実施 

 ・職員の感染を想定した外部からの人員派遣体制の構築 

 ・社会福祉施設での患者発生に備えた医療提供体制の整備（入院する場合だけでな

く施設内で療養する場合も含む） 
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 （標準予防策の徹底） 

 ・患者に接触する前後の手指衛生の徹底 

 ・個人防護具（ＰＰＥ）の適切な着用や廃棄の徹底 

 ・サージカルマスクや消毒用アルコール等の十分な供給 

 ・職員の健康管理の徹底（発熱等の症状が見られる職員は出勤させない） 

 ・換気設備の整備、清掃など適切な維持管理 

 （職員間の感染対策） 

 ・休憩室や更衣室も含め、マスクの常時着用 

 ・仮眠室等の共有の設備の清掃、消毒 

 （感染者の発見） 

 ・発熱や呼吸器症状等、感染の疑いがある場合の問診・検査の徹底 

 ・検査結果が陰性の場合の偽陰性の可能性の検討、疑似症対応の継続 

 （患者発生時の対応） 

 ・早期の報告、支援チームの早期介入による感染管理 

 ・濃厚接触者をはじめ幅広い関係者に対する検査の早期実施 

 ・ゾーニングや動線確保の徹底（職員がＰＰＥフリーで休めるスペースも必要） 

 ・病棟の移動、転院・退院の制限 

 ・施設間・職員間の情報共有や職員のメンタルヘルスケア 

 ・発生施設・職員に対する誹謗中傷の防止 

 

 イ 接待を伴う飲食店 

 ・感染防止ガイドラインの徹底 

 ・換気等の施設の改修 

 ・発生時の店名公表、利用者への相談・受検の呼びかけ等のルール化 

 ・接触確認アプリの活用やＱＲコード等を活用した利用者への濃厚接触者通知シス

テムの整備 

 

 なお、高齢者や障がい者の入所施設では、クラスターの発生のリスクに加えて、入

所者の重症化リスクが高い一方で、認知症や障がい特性により環境変化を避けるため

入院ではなく施設での療養を行う必要がある等、クラスター発生時の対応には非常に

困難が伴うところである。このため、クラスター発生時の支援チームの早期介入や応

援職員の派遣について、事前に関係団体との調整を進めておくことが重要である。 

 こうした点を踏まえ、国においても、専門的な支援体制を拡充するとともに、広域

的な応援職員の派遣体制について関係者の全国団体と調整するなど、制度的な支援を

進める必要がある。特に、障がい者の施設については、介護施設に比べて小規模な施

設が多く、また、障がいの種別や特性の違いを考慮すると都道府県レベルでの応援体

制の構築が難しい地域も多いことから、広域的な枠組みが必要であると考えられる。 

 

 

４．保健所の体制の強化

新型コロナウイルス感染症対策において、保健所は、「帰国者・接触者相談センタ

ー」による電話相談を受け、疑い例の受診を調整するとともに、検体の搬送、陽性患

者の入院医療機関の調整、積極的疫学調査など、新型コロナウイルス感染症対策の中



- 5 - 

核業務を担っている。このため、３～５月の感染の波の際には、保健所の業務が大幅

に増加し、「帰国者・接触者相談センター」の電話がなかなかつながらないという事例

も全国各地で生じたほか、特にクラスターが発生した際には多忙を極め、職員の負担

が過重になるとともに、通常業務も含めて多くの業務が滞る事態が生じた。特に、電

話相談の殺到により、本来、専門職である保健師等が行うべき積極的疫学調査に支障

が生じたとの声が多く寄せられた。 

このため、各都道府県では、他部門からの応援、ＯＢ・ＯＧ保健師や非常勤職員の

配置、電話回線の増設などによる保健所体制の強化を図るとともに、総合相談窓口等

の設置や、帰国者・接触者相談センター業務の医師会・医療機関等への委託などによ

る保健所業務の負担軽減の取組を進めてきた。また、こうした取組と並行して、市が

設置する保健所に職員を派遣する等の取組を行った都道府県もある。しかし、応援派

遣や外部委託では対応が困難な積極的疫学調査など専門性を必要とする業務が多い

ことや、業務のＩＣＴ化が進んでおらず情報の集約に課題があること、発熱等に関連

しない様々な相談や苦情等が保健所に寄せられる等の課題も指摘されている。 

 

こうしたことから、今後も引き続き、看護資格保有者等の活用による体制の強化や、

相談・検体搬送等の業務の外部委託の更なる活用、業務のＩＣＴ化やＳＮＳの活用に

よる業務の効率化などに取り組む必要がある。 

また、複数のクラスターが発生した場合など感染が急速に拡大した地域の保健所の

業務を支援するため、各都道府県内での応援では対処できない事態に備えて、都道府

県や指定都市・中核市・保健所設置市に加えて保健所を有しない市町村や医療機関、

看護協会等の関係者の協力も得て、大規模災害時における応援職員の派遣のような仕

組みを構築するとともに、職員の研修、図上・実働の訓練の実施、受援計画の策定を

行うなど、事前の準備を行っておく必要がある。なお、こうした応援体制は、積極的

疫学調査等の業務に従事する職員だけでなく、マネジメント支援を担当する職員につ

いても構築する必要がある。 

 

さらに、今後の課題としては、新型コロナウイルス感染症以外の感染症の発生も見

据え、中長期的に保健師の増員を図るとともに、ＩＣＴ化の推進や上記の保健所業務

に係る相互応援を円滑に行う観点から、保健所業務の標準化に取り組む必要もある。 

国においては、こうした取組を促進するため全国的な統一基準の提示に加え、財政

支援の充実、積極的疫学調査等の保健所が担う感染拡大防止対策への助言やクラスタ

ー班の派遣による業務支援、保健師等の人材育成、保健所業務の共通マニュアルの作

成等に取り組む必要がある。 

 

 

５．ＰＣＲ検査等の検査体制の構築  

 ３～５月の感染の波の際には、前述のとおり「帰国者・接触者相談センター」に相

談が殺到して電話がつながらない事態が生じたほか、「帰国者・接触者外来」における

診察・検体採取、地方衛生研究所におけるＰＣＲ検査の実施にも時間を要し、必要な

方が迅速に検査を受けることができない状態が生じた。 

 このため、各都道府県では、保健所体制の強化に加え、「帰国者・接触者外来」の増

設、ドライブスルー・ウォークスルー方式の導入や、医師会等と連携した「地域外来・
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検査センター」（ＰＣＲ検査センター）の設置、検査機器の増設や担当職員の増員など

に取り組んできた。また、国においても、検査の保険適用や、鼻咽頭拭い液によるＰ

ＣＲ検査に加えて唾液を用いた検査や抗原検査の導入が進められた。このような状況

を受けて、特に都市部の団体では、ＰＣＲ検査センターや医療機関における検査が広

がりつつある一方、地方部の団体では、民間検査機関の立地が限定的で結果の判明に

時間を要すること等もあり、地方衛生研究所の体制強化により対応をしている例が多

くみられる。 

他方で、検査機器・試薬の不足、検体処理を行うことができる人材の確保や研修等

の人材育成の時間の確保が困難、医療機関での検査における契約等の処理、ＰＣＲ検

査と抗原検査の使い分け等に課題があるとの指摘もある。 

また、症状のある者や感染者の濃厚接触者に加えて、感染が拡大していると考えら

れる地域や業種での一斉検査や、感染拡大を早期に封じ込めるための濃厚接触者以外

の関係者等への幅広い検査、施設内感染を防ぐための医療・介護等の従事者への検査、

公益性の高い被災地への応援職員・ボランティアへの検査など、ＰＣＲ検査等につい

ては引き続き戦略的に拡大していく必要があると考えられる。さらに、大規模なクラ

スターの発生時や冬場の季節性インフルエンザ流行時の対応等についても、考慮する

必要がある。 

 

 このため、必要な者が迅速に検査を受けられるよう、今後も引き続き大学や医療機

関、医師会、市町村等との連携による検査体制の拡充を図るとともに、検査機器の導

入支援、検査に携わる人材の育成を図る必要がある。また、SmartAmp法や抗原検査な

ど迅速に結果が判明する手法も含めた効率的な検査実施体制について検討する必要

がある。 

 国においては、必要な検査数や検査体制の目標を明示し、各都道府県の取組に係る

財政支援を充実するとともに、試薬・検査キットや検査機器等の安定供給体制の確保、

民間検査機関の全国展開の働きかけ、検体採取時の医療従事者の感染リスクを低減さ

せるための唾液を用いた迅速抗原キットなど新たな検査方法の開発、さらには円滑な

検査の実施に向け、多様化する検査手法も含めて国民への丁寧な説明に取り組むよう

要望する。なお、費用負担の在り方については、検査体制の拡充に応じて一定の個人

負担も検討を行う必要があるという意見がある一方、国民の不安感が社会経済活動の

大きな障害になっており、負担軽減により希望する者が誰でも検査を受けることが可

能となる体制が必要との意見もあった。 

 

 

６．医療提供体制の確保、医療機関への経営支援  

 ３～５月の感染の波の際には、全国的にサージカルマスク、長袖ガウン、ゴーグル

及びフェイスシールド等の個人防護具が不足し、多くの医療機関で院内感染のリスク

に晒されながらの診療等を行わざるを得ない状況に陥った。 

また、新型コロナウイルス感染症の患者を受け入れるためには、専用病床やそのた

めのスタッフを確保するとともに、施設内のゾーニングや患者・スタッフの動線確保

などの対応を行う必要がある。こうした対応には医療機関に大きな負荷がかかり、各

都道府県では重点医療機関・協力医療機関の確保に苦慮するとともに、保健所による

入院先の調整に要する時間も長期化し、自宅や福祉施設内での療養を余儀なくされる
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ケースも多発した。 

このため、各都道府県では国と連携して医療機関に医療資機材を供給するとともに、

医師会や看護協会等とも連携して人材の確保に取り組んできた。また、国の交付金の

活用による医療機器の整備等の支援を通じて、公立・公的病院に加えて大学病院や民

間病院の協力も得て、重点医療機関・協力医療機関の確保に取り組んできた。また、

無症状者や軽症者については宿泊施設を借り上げ、医療機関ではなく宿泊施設で療養

できるようにしてきた。 

 他方で、医療機関においては、ＥＣＭＯ・人工呼吸器や感染管理に習熟した人材の

確保、新型コロナウイルス感染症の患者数の増減に応じた専用病床と一般病床の切り

替えの判断、医療従事者への差別や偏見等の事例などに苦慮しているとの声が寄せら

れている。特に地方部の県からは、小規模な病院が多く、専用病床を病棟単位で確保

することが困難で重点医療機関の指定が進まないとの声がある。また、宿泊療養施設

においても、運営スタッフの確保、患者数の動向に応じた確保すべき室数の調整、風

評被害の懸念や近隣住民への説明に苦慮しているとの声が寄せられている。 

 また、新型コロナウイルス感染症の患者を受け入れた医療機関では、空床確保や一

般の入院患者や外来患者の受入制限などにより減収が生じ、経営が悪化しているほか、

新型コロナウイルス感染症の患者を受け入れていない医療機関においても、受診控え

等による減収が生じている。 

さらに、新型コロナウイルスの感染への恐れから、救急・搬送の受入れ困難事例が

生じたほか、周産期、小児、障がい児者、がん患者・透析患者や外国人などの特別な

配慮が必要な患者への対応も必要となっている。 

 

 こうした医療提供体制の確保については、都市部と地方部で異なるアプローチが必

要であると考えられる。すなわち、都市部にあっては、一定の範囲に複数の中核的な

病院が立地する利点を生かし、「コロナ専用病院」の設置も含めて病院間の役割分担

により地域の医療提供体制を構築することが考えられる。この場合、保健所が中心と

なって定期的に病院間の情報共有を図る仕組みを構築し、病院長同士が顔の見える関

係となり患者動向に応じて柔軟に役割分担の見直しを行うことが重要である。 

 他方で、地方部にあっては、大学病院や県立病院等の中核的な医療機関が、新型コ

ロナウイルス感染症の患者から高度医療が必要な様々な患者まで一手に引き受けざ

るを得ないケースも多く、この場合は、こうした中核的な医療機関において院内感染

を防ぐ取組を徹底するとともに、資源の集中的な支援を行う必要がある。 

 また、いずれの場合であっても、新型コロナウイルス感染症の患者を受け入れるた

めには、単に専用病床を確保するだけでなく、その運営に当たる高度な技能を有する

人材と、個人防護具をはじめとした医療資機材が必要となる。医療従事者に対する処

遇改善や宿泊施設の確保等の負担軽減の取組に加えて、事前の研修等を通じた人材育

成の取組、さらには医療資機材の備蓄や安定供給体制の構築が重要であると考えられ

る。 

 さらに、こうした準備を行っていたとしても、感染が急速に拡大した地域では医療

提供体制がひっ迫し、また医療機関においても院内感染や濃厚接触等により業務に従

事できない職員が多数生じ、通常の医療提供体制を確保できなくなることも想定され

ることから、他地域の医療機関での患者受入れや、他地域からの医療従事者の応援体

制を構築する必要がある。この点に関しては、７～８月にかけて急速な感染拡大に見

舞われた沖縄県からの派遣要請を受けて、全国知事会の調整により各都道府県から看
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護師の派遣を行ったところであり、この取組が参考になるものと考えられる。 

 

国においては、地域の実情に応じた持続可能な医療機関の経営に資するため、地方

の意見にも配慮した診療報酬の引上げや福祉医療機構による無利子・無担保貸付の拡

充、公立病院に対する財政支援など、医療機関の経営支援策を早急に実現するととも

に、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金については、医療資機材の確保に

係る備蓄経費や患者受入体制整備を目的とした病院改修等に加え、従来の病棟を単位

とする重点医療機関の施設要件の弾力的な運用をはじめ、入院医療機関に対する運営

経費支援を対象とするなど、都道府県の判断で地域の実情に応じて柔軟に幅広く活用

できるように改善していただきたい。また、専用病床や宿泊療養施設の確保を計画的

に行うことができるよう、早期の交付決定や今後の予算措置も必要である。さらに、

医療従事者慰労金については、６月３０日までを対象期間としているが、新たな感染

拡大が発生していること、秋冬に向けてさらに病床を確保する必要もあることから、

対象期間を延長する等の対応も必要である。加えて、Ｇ－ＭＩＳの改善、対象拡充に

よる医療資機材の供給円滑化や安定供給体制の構築、医師・看護師確保対策の強化や

オンライン診療の評価・検証を踏まえた推進等の取組を進めていただく必要がある。 

また、今後も新型コロナウイルス感染症以外の感染症が多発することも考えられる

ことから、こうした状況も踏まえた医師・看護師確保対策の強化、とりわけ感染症専

門医、感染管理看護師や実地疫学専門家等の専門的な人材の育成・確保に取り組む必

要がある。 

 

 

７．都道府県間の広域連携、市町村等他機関との連携  

（都道府県間の広域連携について） 

 新型コロナウイルス感染症については、地域医療の体制が都道府県単位で構築され

ていることに加えて、特別措置法において都道府県知事が様々な措置を講じることと

されていることなどから、各都道府県が中心となって対策を実施してきたところであ

る。 

 こうした中で、特に通勤・通学など都道府県境を越える広域的な人の動きが多く見

られる大都市圏をはじめ、各地で各都道府県が連携して住民へのメッセージを発する

取組が行われたところである。 

 他方で、各都道府県からは、都道府県境をまたぐ濃厚接触者や施設の調査、他団体

で検査を受けた住民の対応で情報共有が円滑に進まないという声が寄せられている。  

各都道府県においては、現時点でも担当者同士のやり取りをしながら積極的疫学調

査等の業務を進めているところであるが、明確なルールが存在しないことから、団体

によって対応が異なるという事例も見られる。また、事前の広域支援の協定に基づき、

クラスター発生時のＰＣＲ検査の実施に当たって他府県から協力を得た事例や、ＥＣ

ＭＯの機器やこれに習熟した人材の確保が困難であることを踏まえ、重症患者向けの

病床を広域利用する取組もあるが、重症患者の搬送に関して、隣県の大学病院等の方

が近い場合でも具体的な手順が定まっていないという指摘もある。 

 

 このため、都道府県間の情報共有について明確なルールを作成し、新型コロナウイ

ルス感染症対策を行うために必要な情報共有を円滑に行えるようにする必要がある



- 9 - 

とともに、特に各都道府県間の調整にあたっては、感染者情報の公開に係る取扱いに

労力を要することから、国においては情報公開の統一的なルールの策定を検討する必

要がある。 

 また、すでに各分野で記述したように、感染が急速に拡大した地域に対して、保健

所の職員や医療・介護の従事者等の応援派遣を広域的に行う体制を構築する必要があ

る。 

 

（市町村等との連携について） 

 新型コロナウイルス感染症対策にあたっては、前述のとおり特別措置法では都道府

県知事がさまざまな措置を講じることとされている一方、感染症の予防及び感染症の

患者に対する医療に関する法律（以下「感染症法」という。）においては、様々な措置

は都道府県、指定都市、中核市及び保健所設置市がそれぞれ講じることとされている。 

 このため、特に指定都市、中核市及び保健所設置市を有する都道府県においては、

対策を講じる際の前提となる感染状況等の情報が十分得られないという事態も生じ

た。また、クラスター発生時の積極的疫学調査等、患者の行動歴などの個人情報も含

めて情報共有を図る必要がある際に対応が遅れたという指摘も寄せられている。さら

に、医療提供体制や宿泊療養施設の運営を巡って都道府県と市の間で方針の差異があ

った、都道府県間の場合と同様に患者の搬送の際に情報共有に課題があった等の声も

見られる。 

 クラスターの発生時等の感染拡大時に迅速に対応するためには、特別措置法上の権

限を有する都道府県と実際の感染症対策を担う保健所とが一体的な運用をすること

が重要であり、こうした課題に対して、各都道府県では市の保健所にリエゾンを派遣

したり、情報管理センターの設置やクラウドシステムの活用により情報の一元管理を

行う、都道府県と保健所を所掌する市との合同対策本部や調査チームを設置する等の

取組が行われている。他方で、こうした取組を行ってもなお調整に苦慮したとの指摘

もあり、国においては、特別措置法と感染症法の関係を整理するなど制度的な対応を

行うとともに、各都道府県においても、他団体の好事例を参考にして市の保健所との

連携を強化する必要がある。また、国が整備したＨＥＲ－ＳＹＳの活用を促進するこ

とで、都道府県と指定都市、中核市及び保健所設置市との情報共有を図ることとして

いるとの声もあり、国においては、ＨＥＲ－ＳＹＳの使い勝手の改善等、その有効活

用に向けた課題の解決に引き続き取り組んでいただきたい。 

 

 また、都道府県の保健所の管内にある保健所を有しない市町村から、住民に一番近

いところにいる基礎的自治体として、詳細な患者情報の提供を求められる事例が見ら

れ、個人情報保護との兼ね合いで対応に苦慮しているとの声が見られた。特に、災害

の発生時には、避難所で別室の確保等の対応をするため、市町村としても自宅待機中

の濃厚接触者や自宅療養中の患者についての情報が必要となる。 

 このため、各団体の個人情報保護条例に従って、本人の同意を得たり、事前に覚書

を締結して責任者や共有範囲をあらかじめ定めた上で業務遂行に必要な情報として、

あるいは生命、身体等の保護のため緊急の必要があるとして、市町村に情報提供をす

る等の対応が考えられる。 
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８．水際対策等、国と連携した対策の展開  

 政府においては、国内への感染者の流入及び国内での感染拡大を防止する観点から、

水際対策として、入国制限、渡航中止勧告、帰国者のチェックや健康観察等の検疫の

強化、査証の制限等の措置を実施している。 

 他方で、各都道府県からは、国際航空便の離発着を扱う各空港における空港検疫等

の措置が不十分であり、「帰国者が自家用車やレンタカー等を使用して検査結果が判

明する前に帰宅する」、「船を自宅として取り扱った結果、貨物船の交代要員として入

国した船員が空港周辺での待機をせずに移動を開始した後で陽性が判明した」、「空港

周辺で停留する施設が十分確保されていない」、「移動先の都道府県に対して十分な情

報提供がなされていない」といった声が寄せられており、実際にこうした状況から入

国者以外にも感染が拡大した事例も見られる。（なお、この点について、政府に対する

要請を行った結果、検査結果判明前の待機施設への停留、帰国者情報の円滑な提供等

の改善が図られた事例もある。） 

 また、保健所が帰国者への健康観察（フォローアップ）を担っているが、言語や文

化の違いによるコミュニケーションの壁に加え、電話連絡が使えない等（検疫所から

送付される連絡先の電話番号が使用されていない）、対応に苦慮しているケースが見

られ、職員の大きな負担となっているとの指摘や、検疫所が独自に病院を確保してい

るため、地域の医療提供体制との調整が十分に行われていないとの指摘もある。 

 

このため、国においては、検疫所における検査体制の拡充や多言語かつ分かりやす

い表現による感染防止対策の徹底の啓発、空港周辺における一時待機施設の確保及び

検査結果判明までの待機の徹底、地元自治体に過度な負担が生じないようにとの十分

な調整による医療機関等の陽性者の受け入れ先の確保、ＩＣＴの活用による入国者の

行動履歴の把握、都道府県への迅速な情報提供等の取組が必要と考えられる。 

 

 

９．特措法に基づく外出自粛・休業要請等の運用基準や法的な枠組みの在り方   

 今回の新型コロナウイルスの感染拡大に際して、４月７日に７都府県に対して特別

措置法に基づく緊急事態宣言が出され、１６日には対象が全国に拡大されたことを受

けて、各都道府県は特別措置法に基づく外出自粛や休業の要請を行ったところである。    

こうした要請については、４月の段階では新型コロナウイルスの実態が十分に判明

しておらず、また急速に感染が拡大したこともあり、十分な検討の時間がない状態で、

全域で外出自粛の要請が出されるとともに、休業要請についても多くの都道府県で広

範な業種に対して行われたことから、地域経済や住民生活への影響も大きかったと指

摘されている。こうした要請については、休業要請の対象施設を感染拡大防止に実効

性があるものに限定するなど、私権の制限が必要最小限となるようにすべきと考えら

れる。 

 また、特別措置法には休業要請・指示に協力する事業者への支援の枠組みが十分で

はなく、多くの都道府県では交付金も活用しつつ、独自に協力金の制度を設けて対応

することとなった。また、休業要請・指示にもかかわらず営業を継続する事業者も見

られたことから、特別措置法に補償金的な協力金を位置付けたり、罰則の規定を設け

たりするなど、実効性を担保する法的措置を求める声が多く寄せられた。こうした実
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効性の担保については、特別措置法だけでなく感染症法においても、積極的疫学調査

への協力や自宅での療養に関して必要性が指摘されている。 

 さらに、特別措置法に基づく措置については、各都道府県知事が講じることとされ

ている。この点に関して、感染症法では指定都市や中核市、保健所設置市もそれぞれ

必要な措置を講じることとされており情報集約等に苦慮したとの声や、都道府県間で

休業要請の対象となる業種を調整するのに苦慮した、結果的に休業要請の対象に差が

生じ、都道府県境をまたいだ新たな人の流れを引き起こすこととなった、店舗が休業

要請の対象となるか否かで全国チェーン等の事業者において混乱が生じた等の指摘

もあった。 

加えて、特別措置法の休業対象が新型インフルエンザを想定した人の集まる施設と

されているため、ホテル・旅館の客室や観光地の駐車場等の施設が休業要請の対象と

されておらず、旅館業法第５条の宿泊拒否の制限の規定もあり、広域的な人の動きを

抑制する取組が十分に行えなかったとの意見もあった。 

 また、休業要請の運用に当たっても、特別措置法第 24 条第 9 項による協力要請と

第 45 条第 2 項による要請の関係が曖昧であった、こうした要請について基本的対処

方針において国への事前協議が必要とされ迅速な対応ができなかった等の意見もあ

った。 

 

 こうした点を踏まえ、すでに各都道府県では、感染拡大の傾向を受けて、迅速に、

対象の業種や地域を限定したピンポイントの休業の協力要請を行う事例も見られる

ところであり、また国においても特別措置法第 24 条第 9 項による協力要請を個別の

店舗に対して行うことができるとの見解が示されるなど、４月の経験を踏まえた対応

が図られているところである。しかし、今後、特に秋から冬にかけて感染が再度拡大

するおそれがあることを踏まえると、特別措置法や感染症法の改正、運用の改善が求

められる。 

 

 

１０．業種別ガイドラインの定着・運用をはじめとした新しい生活様式  

 ５月に緊急事態宣言が解除されて以降、感染拡大の防止と社会経済活動の段階的な

引上げを両立させる取組が進められているが、この取組は感染拡大を予防する「新し

い生活様式」の定着や業種ごとの感染拡大予防ガイドラインの実践が前提とされてい

る。 

 これを受けて、各都道府県では「新しい生活様式」や業種別ガイドラインについて、

広報誌やメディアの広告、ホームページやＳＮＳ等も活用して広報に取り組むととも

に、業種別ガイドラインを実践する店舗に対するステッカーの配布等の取組を行って

いる。 

 しかし、「新しい生活様式」については、特に若い世代や高齢者への浸透があまり進

んでいないとの声があり、業種別ガイドラインについても、業界団体に加盟していな

い事業者への周知、取組項目実践の困難さ、店舗の利用者への周知等の課題も指摘さ

れている。また、「新しい生活様式」や業種別ガイドラインの法的な位置付けや科学的

な根拠・裏付けが明確でないとの指摘もあり、特に各都道府県ではガイドラインに関

する助言・指導を行うだけの十分なノウハウを有していない、ガイドラインを遵守し

ていない事業者への苦情対応が保健所業務の負担となっている等の声も寄せられて
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いる。 

さらに、劇場、コンサートホール等の大規模イベントの興行をはじめ、各事業者で

はガイドラインを遵守することで収入の減少、経費の増大による収益性の悪化が生じ

ており、支援の必要性を指摘する声もある。 

 

 このため、各都道府県では引き続き様々な広報媒体を活用して「新しい生活様式」

や業種別ガイドラインの周知に努めるとともに、業界団体等の研修や店舗への訪問等

を通じた事業者への浸透を図る必要がある。また、接触確認アプリや自治体独自の周

知システム等の活用を呼び掛ける取組、ガイドラインを遵守する店舗の利用呼びかけ

や独自認定制度の創設等、事業者のインセンティブになる取組も必要と考えられる。 

また、国においても、全国的な業界団体を通じたガイドラインの浸透状況を把握す

るとともに、科学的知見を踏まえたガイドラインの改定や見直し、観光等の顧客が広

域にわたる業種における全国統一的な認定制度の創設、ガイドライン遵守に伴い業績

が悪化する事業者等への経営支援等の取組が必要と考えられる。特に、クラスターが

発生した店舗におけるガイドラインの取組状況の把握は、ガイドラインの改定・見直

しに必須と考えられることから、こうした情報を収集・集約して分析するとともに、

各都道府県や業界団体と情報共有する仕組みの構築を検討していただきたい。 

 

 

１１．新型コロナウイルス感染症を前提とした医療・保健・福祉施策の在り方  

 新型コロナウイルスの感染拡大により、感染症対策に限らず、医療、保健、福祉施

策の在り方全般について、従来の手法を見直す必要性に迫られている。 

 例えば、地域医療構想に関して、特に公立・公的病院の病床の在り方や医師・看護

師の確保についての議論が進められてきたが、今般の新型コロナウイルスの感染拡大

を受けて、これらの施策については、今後も発生が懸念される感染症対策を反映させ

たものとする必要がある。 

また、外出自粛要請や各種のサロン・教室等の閉鎖を踏まえた高齢者の健康づくり

の場の提供やＩＣＴを活用した見守り・相談対応、「密」をつくらないがん検診や特定

健診等の実施、「新たな日常」の中での健康的な生活習慣の定着などにも取り組む必

要がある。 

さらに、感染拡大の影響により増加が見込まれる生活困窮者への支援、子ども食堂

の休止等の状況を踏まえた子どもたちの居場所や学び、経験の場の確保、加えて豪雨

や台風をはじめとした自然災害が頻発する中、避難所における感染予防対策の取組も

課題となっている。 

こうした取組については、各都道府県において感染症対策と並行して取組に着手し

てきているところであるが、今後、各都道府県の好事例、先進的事例を共有する等の

取組を通じて、地域の創意工夫による取組を全国に広げていく必要があると考えられ

る。また、国においても、そのための財政支援を充実する必要がある。 

 

 

１２．季節性インフルエンザの流行への対応及びワクチン接種  

 今後、秋・冬の時期を迎え、新型コロナウイルス感染症が季節性インフルエンザと
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同時に流行することが懸念されている。このため、各都道府県においては、５．で前

述したとおり季節性インフルエンザの流行も見据えた検査体制を構築すべく、関係機

関との協議を始めるとともに、医療機関における外来患者の動線の区分など、感染防

止の徹底を働きかける必要がある。 

国においては、緊急包括支援交付金の対象に施設の改修や設備の工事等を加えるな

ど、こうした取組に必要な財政支援を行うとともに、季節性インフルエンザについて

も、検体採取時の医療従事者の感染リスクを低減させるため、唾液を用いた迅速抗原

キットなど新たな検査方法の開発を促進する必要がある。また、季節性インフルエン

ザのワクチン接種希望者が例年以上に増加することが見込まれることから、流通のコ

ントロールも含め必要な量を安定的に供給する体制の構築及びワクチンの優先接種

対象者や診療体制に関する方針等の早急な明示、国民に対する周知・啓発が必要であ

る。 

 また、新型コロナウイルス感染症のワクチンについても、世界中で開発が進められ

るとともに、国においては、ワクチン接種の優先順位等の検討が進められ、先般、新

型コロナウイルス感染症対策分科会において、高齢者、基礎疾患のある方や、これら

の方の新型コロナウイルス感染症の診療を直接行う医療従事者を優先接種の対象と

する考え方が示されたところである。これらに加えて、新型コロナウイルス感染症対

策の中核業務を担う保健所の職員、さらには、高齢者福祉施設や障がい者施設等の社

会福祉施設の職員についても、３．で記載したようにこれらの施設でクラスターが多

く発生していること、また感染者が発生した後も施設運営を継続する必要があること

などを踏まえ、ワクチンの優先接種の対象とすべきと考えられる。 

 

 

１３．偏見・差別やデマ等への対策  

 ３～５月の感染の波以降、新型コロナウイルスの感染者や濃厚接触者、その家族に

対する誹謗中傷や、医療・介護の従事者をはじめ社会機能の維持に必要な事業を支え

る、いわゆる「エッセンシャルワーカー」に対する差別的な扱いなどの事例が生じて

いる。また、感染者に対する退院後の医療・介護のサービス提供の確保に困難が生じ

た事例や、感染者やその関係の企業、立ち寄り先の店舗等を巡り、根拠が不確実な情

報が固有名詞も含め、インターネット等で広く拡散されるという事態も見られた。さ

らに、全国に緊急事態宣言が発せられ、広域的な人の移動を抑制する取組が行われた

時期を中心に、他の都道府県ナンバーの車に対する嫌がらせが頻発した地域もあった

ところである。 

 こうした人権侵害の事案は、それ自体が許されるものではないことに加えて、積極

的疫学調査への協力やＰＣＲ検査等の受検などの感染拡大防止の取組への支障、さら

には地域や社会の分断・軋轢を生じさせるものであり、看過できないものである。 

 全国知事会では８月１１日に「人権メッセージ」を取りまとめ、私たちが闘う相手

は「ウイルス」であって「人間」ではないと呼びかけたところであるが、各都道府県

においても、知事のメッセージの発信、広報媒体を通じた住民への呼び掛け、ネット

での誹謗中傷に対するパトロール、相談窓口の設置や訴訟等に備えた画像等の保存、

人権侵害の疑いがある事案の法務局への通報など、様々な取組が進められている。 

 こうした取組は引き続きねばり強く行う必要があるとともに、国においても、国民

向けの啓発や、人権相談の窓口も含めた相談体制の強化、地方公共団体が行う啓発・
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相談等への財政支援、偏見・差別を受けた方への支援を感染症関連の法令に位置付け

ること等に取り組んでいただく必要がある。 

 

 

 おわりに  

 本報告書は、３～５月の感染の波に際して、各都道府県が講じた対策やその際に感

じた課題を踏まえて検討を進めた結果を取りまとめたものである。他方で、新型コロ

ナウイルス感染症については、本報告書の取りまとめに当たっている８月下旬の時点

でも全国的な感染が生じており、新たな類型でのクラスターが発生するなど、その状

況は日々動いている。 

 このため、本ＷＴとしても、引き続き状況をフォローし、必要に応じて各都道府県

の対応を集約し、情報共有する必要がある。また、特別措置法や感染症法等の制度的

な見直しについては、法改正に向けて具体的な検討を行い、国に対して提案を行って

いく必要があるとの意見もあったところである。 

 

本ＷＴの開催及び報告書のとりまとめに当たっては、日本医師会の釜萢常任理事に

アドバイザーとして参画いただき、ご助言をいただいた。また、内閣官房・厚生労働

省にもオブザーバーとしてご参画をいただいた。ご多忙の中ご協力をいただいた関係

の皆様に、深く感謝申し上げる次第である。 
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新型コロナウイルス感染症のワクチン接種に係る緊急要望 

 我が国では、新型コロナウイルス感染症によって国民生活及び経済活動に甚

大な被害が生じている。 

このような中、国においては、新型コロナウイルス感染症のワクチンについ

て、生命・健康を損なうリスクの軽減や医療への負荷の軽減、更には社会経済の

安定につながることが期待されることから、ワクチンを全国民に提供できる数

量の確保を目指すとしている。また、ワクチンの接種に係る実施体制について

も、議論されているところであり、市町村としても、国民・住民の命と健康を守

るため、できる限り協力していく所存である。 

しかしながら、新型コロナウイルス感染症のワクチン接種については、予防接

種法等における既存の類型に位置付けられておらず、実施に向けた具体的な接

種方法や費用負担・国と地方の役割分担の在り方等について、様々な課題が想定

され、懸念しているところである。 

ついては、今回の国民へのワクチン接種は、国家的事業であることを踏まえ、

国が主導的な役割を担うことを前提に、市町村と様々な課題を協議する場を設

けるとともに、下記の事項について真摯かつ適切に対処されたい。 

記 

１．ワクチンの安全性や有効性等の必要な情報について、国民に対して十分に周

知するとともに、基礎自治体である市町村にも十分かつ適切に説明すること。 

２．ワクチン接種の実施に当たっては、地方自治体の負担が生じないよう、準備

経費等も含め全額国費による財政措置を講じること。 

３．接種に係る優先順位等を市町村の判断に委ねることのないよう、接種方法に

ついて明確な指針等を示すこと。 

４．副反応等による健康被害救済や相談対応について、国の責任を明確化すると

ともに、円滑な実施体制を構築すること。 

令和２年９月４日 

全国市長会会長 立谷 秀清 

全国町村会会長 荒木 泰臣 



（１）感染の状況（疫学的状況） （２）①医療提供体制（療養状況）
A B C D E F G H I J K L

時点 2019.10 ~9/2(1W) ~9/2(1W) ~8/26(1W) ~8/28(1W) 8/25 8/25 8/18 8/18 8/25 8/18

単位 千人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

北海道 5,250 69 1.31 88 0.78 44% 101 2 95 3 32 29
青森県 1,246 2 0.16 0 - 0% 0 0 1 0 0 0
岩手県 1,227 9 0.73 4 2.25 13% 6 0 5 0 0 0
宮城県 2,306 22 0.95 5 4.40 56% 3 0 7 0 3 0
秋田県 966 1 0.10 4 0.25 33% 5 0 12 0 0 5
山形県 1,078 1 0.09 1 1.00 - 1 1 0 0 0 0
福島県 1,846 29 1.57 26 1.12 24% 36 0 19 1 0 0
茨城県 2,860 31 1.08 48 0.65 38% 36 2 54 0 17 6
栃木県 1,934 13 0.67 10 1.30 50% 36 2 44 2 0 0
群馬県 1,942 43 2.21 71 0.61 46% 93 0 104 0 23 4
埼玉県 7,350 334 4.54 339 0.99 60% 340 12 323 11 99 65
千葉県 6,259 217 3.47 304 0.71 55% 256 9 281 8 80 78
東京都 13,921 1,282 9.21 1578 0.81 59% 1,588 83 1,665 41 279 278
神奈川県 9,198 496 5.39 518 0.96 53% 269 20 300 21 143 175
新潟県 2,223 6 0.27 4 1.50 20% 11 0 11 0 0 0
富山県 1,044 39 3.74 30 1.30 47% 43 2 48 3 5 3
石川県 1,138 74 6.50 92 0.80 29% 138 7 125 2 16 13
福井県 768 59 7.68 22 2.68 0% 18 0 6 1 0 0
山梨県 811 1 0.12 13 0.08 78% 35 3 23 3 1 1
長野県 2,049 74 3.61 42 1.76 15% 48 1 29 0 0 0
岐阜県 1,987 13 0.65 26 0.50 24% 45 5 65 3 0 3
静岡県 3,644 24 0.66 32 0.75 29% 37 1 51 2 6 7
愛知県 7,552 265 3.51 427 0.62 41% 369 21 352 15 57 45
三重県 1,781 29 1.63 51 0.57 18% 76 2 82 2 1 0
滋賀県 1,414 33 2.33 63 0.52 25% 89 5 90 8 11 15
京都府 2,583 120 4.65 172 0.70 35% 110 17 108 4 31 22
大阪府 8,809 621 7.05 855 0.73 59% 483 72 561 65 203 226
兵庫県 5,466 121 2.21 190 0.64 61% 189 15 224 16 43 59
奈良県 1,330 22 1.65 52 0.42 33% 86 2 87 3 22 35
和歌山県 925 3 0.32 13 0.23 43% 31 0 33 0 0 0
鳥取県 556 0 0.00 0 - - 3 0 10 0 0 0
島根県 674 0 0.00 3 0.00 0% 5 0 25 0 57 57
岡山県 1,890 3 0.16 13 0.23 60% 11 0 16 0 3 0
広島県 2,804 6 0.21 14 0.43 44% 22 0 31 1 0 2
山口県 1,358 40 2.95 46 0.87 16% 58 1 18 0 0 0
徳島県 728 18 2.47 23 0.78 8% 56 1 50 1 6 2
香川県 956 8 0.84 7 1.14 71% 9 0 9 0 1 1
愛媛県 1,339 0 0.00 3 0.00 0% 8 0 10 0 0 0
高知県 698 11 1.58 13 0.85 23% 14 1 21 0 0 0
福岡県 5,104 403 7.90 452 0.89 46% 272 16 309 22 191 183
佐賀県 815 12 1.47 24 0.50 24% 29 0 40 0 5 8
長崎県 1,327 20 1.51 23 0.87 36% 28 1 29 1 6 13
熊本県 1,748 38 2.17 58 0.66 30% 76 0 94 4 5 0
大分県 1,135 7 0.62 13 0.54 14% 26 0 39 0 14 4
宮崎県 1,073 8 0.75 33 0.24 18% 46 1 45 1 25 18
鹿児島県 1,602 14 0.87 12 1.17 56% 51 2 47 2 3 12
沖縄県 1,453 180 12.39 219 0.82 56% 289 24 375 31 46 66
全国 126,167 4,821 3.82 6036 0.80 51% 5,581 331 5,973 277 1,434 1,435

※：人口推計　第４表   都道府県，男女別人口及び人口性比－総人口，日本人人口（2019年10月１日現在）
※：累積陽性者数は、感染症法に基づく陽性者数の累積（各都道府県の発表日ベース）を記載。自治体に確認を得てない暫定値であることに留意。
※：入院患者・入院確定数、重症者数及び宿泊患者数（G列～L列）は、厚生労働省「新型コロナウイルス感染症患者の療養状況等及び入院患者受入病床数等に関する調査」による。
　　　同調査では、記載日の翌日 00:00時点としてとりまとめている。
※：入院確定数は、一両日中に入院すること及び入院先が確定している者の数。
※：重症者数は、集中治療室（ICU）等での管理、人工呼吸器管理又は体外式心肺補助（ECMO）による管理が必要な患者数。
※：各数値は、資料掲載時点において把握している最新の値としている。掲載時以降に数値が更新されることにより、前週の値が前週公表の値と一致しない場合がある。
※：東京都、滋賀県、京都府、福岡県及び沖縄県の重症者数については、これまで都府県独自の基準に則って報告された数値を掲載していたが、
　　　8/21公表分からは、国の基準に則って、集中治療室（ICU）等での管理が必要な患者も含めた数値が報告されている。
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（２）②医療提供体制（病床確保等） （３）検査体制の構築
M N O P Q R S T U V W

時点 5/1 5/1 5/19 8/25 8/25 8/25 ~8/30(1W) ~8/23(1W) ~8/30(1W) ~8/23(1W)

単位 床 床 室 件 件 人 人

北海道 済 済 済 628 1,767 810 3,122 2,722 1.15 61 85

青森県 済 済 済 158 225 30 78 76 1.03 2 0

岩手県 済 済 済 205 350 225 173 364 0.48 8 2

宮城県 済 済 済 345 450 100 900 910 0.99 12 8

秋田県 済 済 済 231 235 16 164 224 0.73 4 3

山形県 済 済 予定 215 215 188 182 215 0.85 1 1

福島県 済 済 済 229 350 100 1,619 1,241 1.30 33 20

茨城県 済 済 済 171 500 104 3,844 4,075 0.94 41 51

栃木県 済 済 済 311 311 111 1,053 1,259 0.84 14 13

群馬県 済 済 済 302 330 150 1,673 1,649 1.01 57 82

埼玉県 済 済 済 974 1,400 1,225 8,214 9,201 0.89 342 341

千葉県 済 済 済 1,147 1,200 710 5,153 6,542 0.79 262 315

東京都 済 済 済 3,300 4,000 3,044 36,090 39,882 0.90 1,384 1,619

神奈川県 済 済 済 1,939 1,939 545 10,140 12,473 0.81 492 567

新潟県 済 済 済 456 456 176 640 902 0.71 3 11

富山県 済 済 済 500 500 200 876 884 0.99 43 33

石川県 済 済 済 258 254 340 1,117 1,109 1.01 58 110

福井県 済 済 済 190 190 75 1,255 884 1.42 59 8

山梨県 済 済 済 285 250 28 1,831 1,249 1.47 6 27

長野県 済 済 済 350 350 250 1,213 986 1.23 77 24

岐阜県 済 済 済 397 625 466 1,035 798 1.30 16 27

静岡県 済 済 済 300 450 155 2,985 2,977 1.00 39 27

愛知県 済 済 済 791 839 1,300 4,707 5,359 0.88 307 448

三重県 済 済 済 363 363 100 812 1,293 0.63 26 58

滋賀県 済 済 済 175 450 62 1,597 871 1.83 54 55

京都府 済 済 済 495 515 338 2,911 4,395 0.66 130 200

大阪府 済 済 済 1,257 1,615 1,517 10,634 14,090 0.75 655 1,001

兵庫県 済 済 予定 652 650 488 4,172 3,679 1.13 140 229

奈良県 済 済 済 467 500 108 1,001 1,338 0.75 25 96

和歌山県 済 済 済 236 400 137 461 1,140 0.40 5 29

鳥取県 済 済 済 313 300 340 291 512 0.57 0 1

島根県 済 済 済 253 253 163 184 358 0.51 3 2

岡山県 済 済 済 250 250 207 773 945 0.82 7 12

広島県 済 済 済 553 500 295 1,000 1,661 0.60 7 14

山口県 済 済 済 423 423 638 1,300 380 3.42 53 28

徳島県 済 済 済 200 200 208 1,042 1,055 0.99 22 16

香川県 済 済 済 185 185 101 537 606 0.89 7 6

愛媛県 済 済 済 229 223 67 155 155 1.00 0 4

高知県 済 済 済 192 200 16 327 312 1.05 16 7

福岡県 済 済 済 490 760 1,057 8,878 10,565 0.84 450 486

佐賀県 済 済 済 281 281 230 391 589 0.66 15 27

長崎県 済 済 済 395 395 224 2,012 3,716 0.54 29 16

熊本県 済 済 済 400 400 1,430 1,389 1,749 0.79 40 64

大分県 済 済 済 330 330 700 1,402 1,594 0.88 7 35

宮崎県 済 済 済 246 246 250 388 596 0.65 15 54

鹿児島県 済 済 済 253 300 370 1,140 894 1.28 19 19

沖縄県 済 済 済 461 425 340 2,632 3,915 0.67 231 273

全国 - - - 22,781 27,350 19,734 133,493 152,389 0.88 5,277 6,554

※：受入確保病床数、受入確保想定病床数、宿泊施設確保数は、厚生労働省「新型コロナウイルス感染症患者の療養状況等及び入院患者受入病床数等に関する調査」による。
　　　同調査では、記載日の翌日 00:00時点としてとりまとめている。
※：受入確保病床数は、ピーク時に新型コロナウイルス感染症患者が利用する病床として、各都道府県が医療機関と調整を行い、確保している病床数。実際には受入れ患者の重症度等により、変動する可能性がある。
※：受入確保想定病床数は、ピーク時に新型コロナウイルス感染症患者が利用する病床として、各都道府県が見込んでいる（想定している）病床数であり変動しうる点に特に留意が必要。また、実際には受入れ患者の重症度等により、変動
    する可能性がある。受入確保病床数が、受入確保想定病床数を超える都道府県にあっては、受入確保病床数を受入確保想定病床数として記載。
※：宿泊施設確保数は、受け入れが確実な宿泊施設の部屋として都道府県が判断し、厚生労働省に報告した室数。都道府県の運用によっては、事務職員の宿泊や物資の保管、医師・看護師の控え室のために使用する居室等として、一部
　　使われる場合がある。（居室数が具体的に確認できた場合、数値を置き換えることにより数値が減る場合がある。）数値を非公表としている県又は調整中の県は「-」で表示。
※：PCR検査件数は、①各都道府県から報告があった地方衛生研究所・保健所のPCR検査件数（PCR検査の体制整備にかかる国への報告について（依頼）（令和２年３月５日））、②厚生労働省から依頼した民間検査会社、大学、医療
　　機関のPCR検査件数を計上。一部、未報告の検査機関があったとしても、現時点で得られている検査件数を計上している。
※：各数値は、資料掲載時点において把握している最新の値としている。掲載時以降に数値が更新されることにより、前週の値が前週公表の値と一致しない場合がある。
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（参考）都道府県の医療提供体制等の状況①（医療提供体制）

A

時点 2019.10

単位 千人

北海道 5,250 16.1% (+2.5) 5.7% (+0.3) 2.1% (▲0.9) 1.1% (▲0.5) 2.6 (+0.2)
青森県 1,246 0.0% (▲0.6) 0.0% (▲0.4) 0.0% (+0.0) 0.0% (+0.0) 0.0 (▲0.1)
岩手県 1,227 2.9% (+0.5) 1.7% (+0.3) 0.0% (+0.0) 0.0% (+0.0) 0.5 (+0.1)
宮城県 2,306 0.9% (▲1.2) 0.7% (▲0.9) 0.0% (+0.0) 0.0% (+0.0) 0.3 (▲0.0)
秋田県 966 2.2% (▲3.0) 2.1% (▲3.0) 0.0% (+0.0) 0.0% (+0.0) 0.5 (▲1.2)
山形県 1,078 0.5% (+0.5) 0.5% (+0.5) 4.0% (+4.0) 3.8% (+3.8) 0.1 (+0.1)
福島県 1,846 15.7% (+7.4) 10.3% (+4.9) 0.0% (▲6.7) 0.0% (▲2.0) 2.0 (+0.9)
茨城県 2,860 21.1% (▲10.5) 7.2% (▲3.6) 6.1% (+6.1) 2.9% (+2.9) 2.2 (▲0.6)
栃木県 1,934 11.6% (▲2.6) 11.6% (▲2.6) 4.9% (+0.0) 4.9% (+0.0) 1.9 (▲0.4)
群馬県 1,942 30.8% (▲3.6) 28.2% (▲3.3) 0.0% (+0.0) 0.0% (+0.0) 6.0 (+0.4)
埼玉県 7,350 34.9% (+1.5) 24.3% (+1.2) 11.8% (+1.0) 6.0% (+0.5) 7.4 (+0.4)
千葉県 6,259 22.3% (▲2.2) 21.3% (▲2.1) 8.9% (+1.0) 5.0% (+0.6) 7.2 (▲0.5)
東京都 13,921 48.1% (▲2.3) 39.7% (▲1.9) 20.8% (+0.3) 16.6% (+0.2) 20.8 (▲3.2)
神奈川県 9,198 13.9% (▲1.6) 13.9% (▲1.6) 11.6% (▲0.6) 10.0% (▲0.5) 6.3 (▲0.8)
新潟県 2,223 2.4% (+0.0) 2.4% (+0.0) 0.0% (+0.0) 0.0% (+0.0) 0.5 (+0.0)
富山県 1,044 8.6% (▲1.0) 8.6% (▲1.0) 5.6% (▲2.8) 5.6% (▲2.8) 4.6 (▲0.3)
石川県 1,138 53.5% (+5.0) 54.3% (+5.1) 20.0% (+14.3) 20.0% (+14.3) 13.7 (+1.6)
福井県 768 9.5% (+6.3) 9.5% (+6.3) 0.0% (▲4.2) 0.0% (▲4.2) 2.3 (+1.6)
山梨県 811 12.3% (+4.2) 14.0% (+4.8) 12.5% (+0.0) 12.5% (+0.0) 4.4 (+1.5)
長野県 2,049 13.7% (+5.4) 13.7% (+5.4) 2.1% (+2.1) 2.1% (+2.1) 2.3 (+0.9)
岐阜県 1,987 11.3% (▲5.0) 7.2% (▲3.2) 10.2% (+4.1) 7.5% (+3.0) 2.3 (▲1.2)
静岡県 3,644 12.3% (▲4.7) 8.2% (▲3.1) 2.7% (▲2.7) 1.5% (▲1.5) 1.4 (▲0.4)
愛知県 7,552 46.6% (+2.1) 44.0% (+2.0) 30.0% (+8.6) 17.4% (+5.0) 11.7 (▲4.6)
三重県 1,781 20.9% (▲2.0) 20.9% (▲2.0) 3.9% (+0.1) 3.9% (+0.1) 4.4 (▲0.4)
滋賀県 1,414 50.9% (▲1.2) 19.8% (▲0.2) 13.9% (▲2.1) 6.9% (▲4.2) 7.1 (▲0.6)
京都府 2,583 22.2% (+0.4) 21.4% (+0.4) 19.8% (▲3.5) 19.8% (▲3.5) 8.5 (▲0.0)
大阪府 8,809 38.4% (▲6.2) 29.9% (▲4.8) 38.3% (+3.7) 33.5% (+3.3) 17.2 (▲2.1)
兵庫県 5,466 29.0% (▲5.4) 29.1% (▲5.4) 13.6% (▲0.9) 12.5% (▲0.8) 4.2 (▲0.9)
奈良県 1,330 18.4% (▲0.2) 17.2% (▲0.2) 8.0% (▲4.0) 8.0% (▲4.0) 8.1 (▲1.1)
和歌山県 925 13.1% (▲2.6) 7.8% (▲0.5) 0.0% (+0.0) 0.0% (+0.0) 3.4 (▲0.2)
鳥取県 556 1.0% (▲2.2) 1.0% (▲2.3) 0.0% (+0.0) 0.0% (+0.0) 0.5 (▲1.3)
島根県 674 2.0% (▲7.9) 2.0% (▲7.9) 0.0% (+0.0) 0.0% (+0.0) 9.2 (▲3.0)
岡山県 1,890 4.4% (▲2.0) 4.4% (▲2.0) 0.0% (+0.0) 0.0% (+0.0) 0.7 (▲0.2)
広島県 2,804 4.0% (▲1.6) 4.4% (▲1.8) 0.0% (▲1.4) 0.0% (▲1.4) 0.8 (▲0.4)
山口県 1,358 13.7% (+9.5) 13.7% (+9.5) 1.0% (+1.0) 1.0% (+1.0) 4.3 (+2.9)
徳島県 728 28.0% (+3.0) 28.0% (+3.0) 4.0% (+0.0) 4.0% (+0.0) 8.5 (+1.4)
香川県 956 4.9% (+0.0) 4.9% (+0.0) 0.0% (+0.0) 0.0% (+0.0) 1.0 (+0.0)
愛媛県 1,339 3.5% (▲0.9) 3.6% (▲0.9) 0.0% (+0.0) 0.0% (+0.0) 0.6 (▲0.1)
高知県 698 7.3% (▲3.6) 7.0% (▲3.5) 1.8% (+1.8) 1.8% (+1.8) 2.0 (▲1.0)
福岡県 5,104 55.5% (▲7.6) 35.8% (▲4.9) 26.7% (▲10.0) 14.5% (▲5.5) 17.0 (▲1.1)
佐賀県 815 10.3% (▲3.9) 10.3% (▲3.9) 0.0% (+0.0) 0.0% (+0.0) 4.2 (▲1.7)
長崎県 1,327 7.1% (▲0.3) 7.1% (▲0.3) 3.7% (+0.0) 2.4% (+0.0) 3.0 (▲0.7)
熊本県 1,748 19.0% (▲4.5) 19.0% (▲4.5) 0.0% (▲6.8) 0.0% (▲6.8) 4.8 (▲0.9)
大分県 1,135 7.9% (▲3.9) 7.9% (▲3.9) 0.0% (+0.0) 0.0% (+0.0) 3.5 (▲0.3)
宮崎県 1,073 18.7% (+0.4) 18.7% (+0.4) 3.0% (+0.0) 3.0% (+0.0) 6.7 (+0.7)
鹿児島県 1,602 20.2% (+1.6) 17.0% (+1.3) 4.2% (+0.0) 4.2% (+0.0) 3.4 (▲0.7)
沖縄県 1,453 62.7% (▲22.0) 68.0% (▲20.2) 49.0% (▲17.0) 47.1% (▲36.7) 31.2 (▲22.6)
全国 126,167 24.5% (▲1.7) 20.4% (▲1.4) 11.5% (▲0.1) 9.1% (▲0.1) 8.2 (▲1.2)

※：人口推計　第４表   都道府県，男女別人口及び人口性比－総人口，日本人人口（2019年10月１日現在）
※：確保病床使用率、確保想定病床使用率、療養者数は、厚生労働省「新型コロナウイルス感染症患者の療養状況等及び入院患者受入病床数等に関する調査」による。
　　　同調査では、記載日の翌日 00:00時点としてとりまとめている。
※：重症者数は、集中治療室（ICU）等での管理、人工呼吸器管理又は体外式心肺補助（ECMO）による管理が必要な患者数。
※：東京都、滋賀県、京都府、福岡県及び沖縄県の重症者数については、これまで都府県独自の基準に則って報告された数値を掲載していたが、
　　　8/21公表分からは、国の基準に則って、集中治療室（ICU）等での管理が必要な患者も含めた数値が報告されている。
※：8/28公表分の東京都及び京都府の重症患者欄（D、E）「前週差」の計算に用いる重症者は、前週分と同様に「ハイケアユニット等に入院している者を除いたもの」を用いている。
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【　　　　　　　　　　医療提供体制　　　　　　　　　　】
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（参考）都道府県の医療提供体制等の状況②（監視体制・感染の状況）

A

時点 2019.10

単位 千人

北海道 5,250 3.1% (+0.1) 1.39 (▲0.1) 0.94 (▲0.05) 46.1% (▲3.3)
青森県 1,246 0.0% (▲1.4) 0.16 (+0.1) 2.00 - - -
岩手県 1,227 0.5% (▲0.6) 0.24 (+0.0) 1.00 (▲0.50) 33.3% (▲66.7)
宮城県 2,306 0.9% (+0.6) 0.17 (▲0.0) 0.80 (▲0.45) 100.0% (+33.3)
秋田県 966 1.3% (▲3.7) 0.31 (▲0.5) 0.38 (▲0.16) 57.1% (+57.1)
山形県 1,078 0.5% (+0.5) 0.00 (▲0.1) 0.00 - 100.0% -
福島県 1,846 1.6% (+0.7) 1.41 (+0.4) 1.37 (▲1.01) 35.0% (▲36.4)
茨城県 2,860 1.3% (▲0.2) 1.85 (+0.2) 1.10 (+0.46) 46.8% (+13.5)
栃木県 1,934 1.0% (▲0.8) 0.47 (▲0.6) 0.43 (▲0.17) 36.8% (▲1.9)
群馬県 1,942 5.0% (▲1.6) 3.86 (▲1.1) 0.77 (▲1.25) 24.2% (▲29.4)
埼玉県 7,350 3.7% (▲1.0) 4.57 (▲0.3) 0.94 (▲0.02) 60.8% (+23.5)
千葉県 6,259 4.8% (▲1.4) 4.57 (▲0.9) 0.84 (▲0.25) 51.4% (▲1.7)
東京都 13,921 4.1% (▲2.5) 10.70 (▲3.1) 0.77 (▲0.17) 61.8% (▲1.5)
神奈川県 9,198 4.5% (▲2.0) 5.22 (▲2.0) 0.72 (▲0.45) 48.0% (▲3.3)
新潟県 2,223 1.2% (+1.1) 0.13 (▲0.3) 0.33 (▲0.95) 33.3% (+33.3)
富山県 1,044 3.7% (+1.1) 3.35 (+0.0) 1.00 (▲0.09) 29.0% (+1.8)
石川県 1,138 9.9% (▲3.2) 7.12 (▲2.7) 0.72 (▲0.64) 35.0% (+13.8)
福井県 768 0.9% (+0.7) 4.43 (+4.2) 17.00 (+16.00) 0.0% (+0.0)
山梨県 811 2.2% (+1.5) 1.23 (▲2.0) 0.38 (▲1.78) 29.2% (▲12.5)
長野県 2,049 2.4% (+0.4) 2.24 (+1.6) 3.29 (+2.29) 85.7% (+5.7)
岐阜県 1,987 3.4% (▲0.0) 0.96 (▲1.1) 0.48 (▲0.08) 34.3% (▲3.4)
静岡県 3,644 0.9% (▲1.3) 1.15 (▲0.0) 0.98 (+0.06) 39.3% (+4.7)
愛知県 7,552 8.4% (▲2.6) 5.08 (▲1.3) 0.80 (+0.21) 47.1% (▲4.5)
三重県 1,781 4.5% (+0.1) 2.36 (▲0.4) 0.84 (+0.21) 17.9% (▲17.1)
滋賀県 1,414 6.3% (+0.7) 4.46 (+1.0) 1.29 (+0.63) 12.2% (▲9.3)
京都府 2,583 4.6% (▲0.2) 6.12 (▲0.9) 0.87 (▲0.45) 37.5% (▲14.4)
大阪府 8,809 7.1% (▲1.4) 9.30 (▲2.8) 0.77 (▲0.11) 54.2% (▲2.1)
兵庫県 5,466 6.2% (▲1.2) 3.24 (▲1.5) 0.69 (▲0.19) 66.4% (+30.0)
奈良県 1,330 7.2% (+2.5) 3.31 (▲5.1) 0.39 (▲1.54) 18.5% (▲13.7)
和歌山県 925 2.5% (+0.6) 0.97 (▲2.3) 0.30 (▲1.58) 6.7% (▲9.1)
鳥取県 556 0.2% (+0.2) 0.00 (▲0.2) 0.00 - 100.0% -
島根県 674 0.6% (▲0.5) 0.45 (+0.1) 1.50 (+1.48) 0.0% (▲1.9)
岡山県 1,890 1.3% (▲0.1) 0.63 (+0.0) 1.00 (+0.25) 50.0% (+18.8)
広島県 2,804 0.8% (▲1.6) 0.36 (▲0.1) 0.77 (+0.42) 71.4% (+27.0)
山口県 1,358 7.4% (+5.2) 3.02 (+1.6) 2.16 (+1.04) 16.0% (+8.3)
徳島県 728 1.5% (▲1.1) 3.71 (+0.0) 1.00 (▲0.59) 27.8% (+14.4)
香川県 956 1.0% (+0.3) 0.42 (▲0.6) 0.40 (▲2.10) 22.2% (▲52.8)
愛媛県 1,339 2.6% (▲4.3) 0.22 (+0.0) 1.00 (+0.63) 33.3% (+23.3)
高知県 698 2.2% (▲4.9) 1.86 (▲1.3) 0.59 (▲21.41) 8.7% -
福岡県 5,104 4.6% (▲1.3) 8.74 (▲1.9) 0.82 (+0.10) 52.6% (▲0.2)
佐賀県 815 4.6% (▲1.0) 2.70 (▲1.2) 0.69 (▲0.06) 29.4% (+9.4)
長崎県 1,327 0.4% (▲0.8) 2.11 (+0.8) 1.56 (+0.91) 58.3% (+30.3)
熊本県 1,748 3.7% (+0.1) 2.80 (▲0.7) 0.79 (▲0.50) 27.9% (▲17.9)
大分県 1,135 2.2% (+0.5) 0.88 (▲2.7) 0.24 (▲2.17) 9.3% (▲15.7)
宮崎県 1,073 9.1% (+2.8) 2.61 (▲2.1) 0.56 (▲0.53) 12.5% (▲5.1)
鹿児島県 1,602 2.1% (▲1.9) 0.69 (▲3.2) 0.17 (▲15.58) 5.1% (▲44.9)
沖縄県 1,453 7.0% (▲3.3) 14.45 (▲13.1) 0.52 (▲0.12) 52.5% (▲5.6)
全国 126,167 4.3% (▲1.5) 4.54 (▲1.3) 0.77 (▲0.12) 50.8% (▲0.9)

※：人口推計　第４表   都道府県，男女別人口及び人口性比－総人口，日本人人口（2019年10月１日現在）
※：陽性者数は、感染症法に基づく陽性者数の累積（各都道府県の発表日ベース）を記載。自治体に確認を得てない暫定値であることに留意。
※：ＰＣＲ検査件数は、厚生労働省において把握した、地方衛生研究所・保健所、民間検査会社、大学等及び医療機関における検査件数の合計値。
※：各数値は、資料掲載時点において把握している最新の値としている。掲載時以降に数値が更新されることにより、前週差が前週公表の値との差と一致しない場合がある。
※：⑤と⑥について、分母が０の場合は、「－」と記載している。
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